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教 職 課 程 に お け る 教 師 の I C T 活 用 指 導 力 充 実 に 向 け た 取 組 に つ い て 

 

 
令 和 ２ 年 １ ０ 月 ５ 日 
中 央 教 育 審 議 会 
初等中等教育分科会 
教 員 養 成 部 会 

 

 

○ 「新しい時代の初等中等教育の在り方論点取りまとめ」（令和元年 12 月 中央教育審議会初等中等教育

分科会特別部会）においては、児童生徒一人につき一台の端末が利用可能な環境が整備されることで、情報

活用能力などの育成に向けた基盤としての資質・能力の確実な習得が行われるとともに、多様な子供たち一

人一人の能力、適性等に応じ、子供たちの意欲を高めやりたいことを深められる学びが提供されることとな

ることが、「2020 年代を通じて実現を目指すイメージ」として掲げられている。 

 

○ また、ICT 環境の整備は、インターネットを活用し主体的に調べ発表する活動や、遠隔地にいる児童生徒

や専門家と議論する活動などが可能となるなど、児童生徒に対してより良い教育的効果をもたらしうるもの

である。特に、GIGA スクール構想の加速により、児童生徒「１人１台端末」の教育環境が実現することで、

遠隔・オンライン教育を含め、ICT を活用しながら、児童生徒の個別最適な学びと協働的な学びを実現して

いくことが重要である。 

 

○ 今後、教師はこうした環境を活かして指導を行うことが求められるようになるため、教師が ICT 活用指導

力の向上に努めることは重要である。具体的には、教師を支援するツールとして ICT を活用するとともに、

児童生徒の情報活用能力の育成に関する指導法だけでなく、ICT を活用して主体的・対話的で深い学びの実

現に向けた授業改善をしていく力を身に付けていくことが求められる。 

 

○ 教員養成段階においては、「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」に加えて、平成

28 年 11 月の教育職員免許法の改正及び平成 29 年 11 月の教育職員免許法施行規則（昭和 29 年文部省令第

26 号）の改正により、「各教科の指導法」に情報機器及び教材の活用が新しく追加されることとなり、平成

31 年４月から当該内容が盛り込まれた教職課程が始まっている。 

 

○ 教職課程を置く各国公私立大学、各指定教員養成機関（以下「大学等」という。）においては、既に取組

の充実に努めていただいていることと思われるが、こうした教職課程の「各教科の指導法」などの授業にお

いて学生が教師の ICT 活用指導力について、より実践的に、確実に身に付けることができるように、次のよ

うな取組を進めることが必要である。 

今後、教師の ICT 活用指導力の向上に関する取組について（本文の下線箇所を中心に）、教員養成部会と

して各大学等の授業の取組状況をフォローアップする予定である。 

 

○ なお、こうした教師の ICT 活用指導力を身に付けていく上で、その前提となる取組として、ICT を活用し

た学習活動の意義等について学生自らが経験的に理解しておくことも重要であり、このため、特定の科目に

限らず教職課程の授業全体で ICT を積極的に活用することが望まれる。さらに、こうした学修を行うために

は、教職課程の授業において ICT が普遍的に使用できるよう環境整備に努めることも望まれる。 

 

○ また、学校を取り巻く ICT 環境は急速に変化していることから、各大学等の取組もこうした変化に遅れる

ことなく対応していくことが必要である。各大学等においては、学生に最新の教育環境を踏まえた教師の

ICT 活用指導力を身に付けさせ、これからの学校現場をリードする人材として育成していくために、より積

極的な取組が期待される。 

 

 

記 

 

 

（別紙） 
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１．教師の ICT 活用指導力として必要となる資質・能力 

 

○ 教師の ICT 活用指導力について、教職課程においては「教育の方法及び技術」や「各教科の指導法」に

含めることとする情報機器及び教材の活用として取り扱うこととなる。より具体的な内容としては、教職

課程コアカリキュラムにおいて、必要となる資質・能力が到達目標として示されている。 

 

○ 「教育の方法及び技術」では次の２つの到達目標が示されている。 

① 子供たちの興味・関心を高めたり課題を明確につかませたり学習内容を的確にまとめさせたりする

ために、情報機器を活用して効果的に教材等を作成・提示することができる。 

➁ 子供たちの情報活用能力（情報モラルを含む）を育成するための指導法を理解している。 

 

○ 「各教科の指導法」では次のとおり、当該教科の特性に応じた情報機器の活用について、「教育の方法

及び技術」で示された２つの到達目標を１つの到達目標にまとめて示されている。 

 ・当該教科の特性に応じた情報機器及び教材の効果的な活用法を理解し、授業設計に活用することがで

きる。 

 

○ また、教育職員免許法施行規則第 66 条の６に定める科目「情報機器の操作」についても教職課程の学

生はその単位の修得が必要であり、さらに、大学によっては大学が独自に設定する科目等においても関

連する科目が開設されている場合もある。 

 

○ このように教職課程においては、教師の ICT 活用指導力について複数の科目にわたって取り扱うことと

なるものであることから、各大学等においては、学生が教師の ICT 活用指導力を体系的に身に付けること

ができるよう、各科目の役割を明確にしながら、教育課程を編成することが求められる。 

 

○ 文部科学省においては教師の ICT 活用指導力について、教師が ICT を適切に活用して指導することや、

児童生徒が ICT を適切に活用できるようにすること、さらに、校務の情報化を含めた現職の全ての教師に

求められる基本的な資質・能力を、「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」（平成 30 年 6 月改訂）に

おいて、以下の A～D の大項目に分類し、さらにそれらを、それぞれ４つのチェック項目に分けて示して

いる。 

・A 教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力 

・B 授業に ICT を活用して指導する能力 

・C 児童生徒の ICT 活用を指導する能力 

・D 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力 

 

○ 例えば、同チェックリストや採用権者の意見を聴きつつ各大学等において作成された同チェックリスト

に相当するリスト等を参考にして、現職の教師に求められる資質・能力の全体像や個々の内容、水準を十

分意識しつつ、これらのリストの各項目を含んだ「カリキュラムマップ」の作成等を通じて、個々の授業

科目のどの部分でこれらの資質・能力を身に付けるのか検証してその結果を公表するなど、各大学等の教

育課程の編成に活用することが期待される。 

 

○ また、これらのリスト等を参考にして、各科目の到達目標や授業内容（教師の ICT 活用指導力に関する

学修量含む。）などについても、教師として必要な資質・能力を培うものとしてふさわしいものとなるよ

う検討することが考えられる。 

 

○「教員の ICT 活用指導力チェックリスト」（平成 30 年 6 月改訂） 

：文部科学省では、教師の ICT 活用指導力を把握するため、毎年、本チェックリストを基に調

査を実施。 

「教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力」「授業に ICT を活用して指

導する能力」「児童生徒の ICT 活用を指導する能力」「情報活用の基盤となる知識や態度につ

いて指導する能力」からなる。 

    https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1416800.htm 
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２．教師向け研修資料を活用した実践的な学修 

 

○ 各教科等の指導において ICT を活用する際に、単に ICT 機器を指導に取り入れれば、情報活用能力が育

成されたり、指導が充実したりするわけではない。各教科等において育成すべき資質・能力を見据えた上

で、各教科等の特質や ICT を活用する利点などを十分理解した上で、ICT を活用する場面と活用しない場

面を効果的に組み合わせることが重要である。 

 

○ 学習指導要領及びその解説においては、各教科等の指導における情報活用能力の育成の在り方や、視聴

覚教材やコンピュータ、情報通信ネットワーク、情報機器等の ICT の活用による学習活動の充実について

示しているところであり、各教科等の指導に当たって、これらを踏まえることが不可欠である。 

 

○ また、教師による指導をはじめ、学校・教育委員会の具体的な取組の参考となるよう作成した「教育の

情報化に関する手引」（文部科学省）においては、ICT を効果的に活用した学習場面として、 

  ・一斉指導による学び（一斉学習） 

  ・子供たち一人一人の能力や特性に応じた学び（個別学習） 

  ・子供たち同士が教え合い学び合う協働的な学び（協働学習） 

 の３つの分類例に分け、これらをさらに細分化した１０の分類例が示されている。 

また、同手引においては、この学習場面に沿って、小学校、中学校、高等学校の学校段階ごとの各教科等

別に、ICT を活用した具体例が示されている。 

 

○ さらに、学校・教育委員会の具体的な取組の参考となるよう作成した動画コンテンツについて、独立行

政法人教職員支援機構においては、オンライン講座「学校における ICT を活用した学習場面」などの動画

コンテンツをホームページに掲載して提供している。今後、文部科学省においては、各教科等の指導にお

ける ICT 活用に係る動画コンテンツを順次作成する予定である。 

 

○ 各大学等においては、こうした学校・教育委員会の具体的な取組の参考となるよう作成された「教育の

情報化に関する手引」や動画コンテンツ等を、「教育の方法及び技術」や「各教科の指導法」などに活用

して、学生が、より実践的に、また確実に教師の ICT 活用指導力を身に付けることができるよう取り組む

ことが期待される。例えば、教職員向けの活用の仕方として、「教育の情報化に関する手引」や動画コン

テンツ等を授業設計や FD・SD に活用してより実践的な授業内容とすること等が考えられる。また、例え

ば、学生向けの活用の仕方として、「教育の情報化に関する手引」を授業のテキスト又は参考資料として

用いること、動画コンテンツの視聴と演習を組み合わせた授業とすること等が考えられる。 

 

 

○「教育の情報化に関する手引」 

：新学習指導要領の下で教育の情報化が一層進展するよう、教師による指導をはじめ、学校・

教育委員会が具体的な取組を行う際に参考となるよう、文部科学省ホームページに掲載。各

学校段階・教科等における ICT を活用した指導の具体例等を掲載。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00117.html 

 

○オンライン講座「校内研修シリーズ」 

：学校内で実施する校内研修で活用できるよう、講義動画などの研修教材について、独立行政

法人教職員支援機構のホームぺージにおいて提供（パスワード等不要）。 

教師の ICT 活用指導力に関連しては、令和２年９月現在、No37「学校教育の情報化」、No76

「学校における ICT を活用した学習場面」、No78「病弱教育における ICT 活用」が提供され

ている。 

https://www.nits.go.jp/materials/intramural/theme.html#theme05-04 

 

○そのほか、教職課程の授業等で活用が考えられる資料 

 ・「各教科等の指導における ICT の効果的な活用について」 

  ：学校での実践事例に基づき、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を行

うに当たって参考となるよう、各教科等の指導における ICT の効果的な活用についての参

考資料を文部科学省ホームページに掲載。本資料は令和２年９月時点のものであり、今後、
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随時更新をしていく予定。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/mext_00915.html 

 

 ・「小中高等学校における ICT を活用した学習の取組事例」（令和２年５月） 

  ：新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業下における家庭での学習を支援するため

の教育委員会・学校の取組事例を文部科学省において取りまとめ、学校現場での活用に資

するよう文部科学省ホームページに掲載。 

https://www.mext.go.jp/content/20200527-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf 

 

 

３．主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

 

○ 情報活用能力は「学習の基盤となる資質・能力」であり、確実に身に付けさせる必要があるとともに、

身に付けた情報活用能力を発揮させることにより、各教科等における主体的・対話的で深い学びへとつな

がっていくことが期待されるものである（小学校学習指導要領解説【総則編】）。 

 

○ また、児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能の習得も含め、学習内容を確実に身に付けることが

できるよう、ICT も活用した指導方法や指導体制の工夫改善により、個に応じた指導の充実を図ることが

重要である。これにより、多様な学習活動の展開が期待される。 

 

 ○ 教職課程においては、教育職員免許法施行規則において、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授

業改善に資する内容について「各教科の指導法」、「教育課程の意義及び編成の方法」、「教育の方法及

び技術」、「道徳の理論及び指導法」、「総合的な学習の時間の指導法」、「特別活動の指導法」に含む

ものとしている。 

 

  ○ 各大学等においては、各教科等における ICT 活用が情報活用能力の育成につながり、その能力の発揮

が各教科等における主体的・対話的で深い学びへとつながっていくという観点から「教育の方法及び技

術」、「各教科の指導法」だけでなく、「教育課程の意義及び編成の方法」、「道徳の理論及び指導法」、

「総合的な学習の時間の指導法」、「特別活動の指導法」などにおいても教師の ICT 活用指導力に関する

内容を積極的に取り扱うことが期待される。 

 

  ○小学校学習指導要領（平成 29 年文部科学省告示）（抜粋） 

       ※中学校学習指導要領、高等学校学習指導要領も同趣旨の記載あり。 

   第１章 総則 

    第２ 教育課程の編成 

     ２ 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成 

     (1) 各学校においては、児童の発達の段階を考慮し、言語能力、情報活用能力（情報

モラルを含む。）、問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成し

ていくことができるよう、各教科等の特質を生かし、教科等横断的な視点から教育

課程の編成を図るものとする。 

第３ 教育課程の実施と学習評価 

１ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

各教科等の指導に当たっては、次の事項に配慮するものとする。 

(３)第２の２の（１）に示す情報活用能力の育成を図るため、各学校において、コ

ンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環

境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図ること。また、各種の統

計資料や新聞、視聴覚教材や教育機器などの教材・教具の適切な活用を図ること。 

 

第４ 児童の発達の支援 

１ 児童の発達を支える指導の充実 

教育課程の編成及び実施に当たっては、次の事項に配慮するものとする。 

(4) 児童が、基礎的・基本的な知識及び技能の習得も含め、学習内容を確実に身に

付けることができるよう、児童や学校の実態に応じ、個別学習やグループ別学習、
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繰り返し学習、学習内容の習熟の程度に応じた学習、児童の興味・関心等に応じ

た課題学習、補充的な学習や発展的な学習などの学習活動を取り入れることや、

教師間の協力による指導体制を確保することなど、指導方法や指導体制の工夫改

善により、個に応じた指導の充実を図ること。その際、第３の１の(３)に示す情

報手段や教材・教具の活用を図ること。 

      

○ 教育職員免許法施行規則第３条 表 備考 

  二 各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。）、教育課程の意義及び編成の方法

（カリキュラム・マネジメントを含む。）、教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活

用を含む。）、道徳の理論及び指導法、総合的な学習の時間の指導法並びに特別活動の指

導法は、学校教育法施行規則第 52 条に規定する小学校学習指導要領に掲げる事項に即し、

育成を目指す資質及び能力を育むための主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改

善に資する内容並びに包括的な内容を含むものとする。 

   

 

  



228 
 

38．令和８年度教員採用選考試験の実施に関する留意点等について（周知） 

事 務 連 絡  

令和６年４月30日  

 

 

教職課程を置く  

国公私立大学教職課程担当課 御中  

 

 

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課 

 

 

令和８年度教員採用選考試験の実施に関する留意点等について（周知） 

 

 

平素から教員養成に御尽力いただき、誠にありがとうございます。  

令和６年４月26日付で、各都道府県教育委員会教育長及び各指定都市教育委員会教育長宛に、別添のと

おり、令和８年度（令和７年度実施）教員採用選考試験の実施に関する留意点等について、通知を発出し

ました。  

この通知の中では、教員採用選考試験の現状を踏まえ、教師志願者の増加を図り、質の高い教師の確保

に繋げる観点から、各教育委員会に対し教員採用選考試験の第一次選考の実施日程について前倒しの検討

を求めており、今後、各教育委員会において、対応方針の検討が行われていくものと考えております。各

大学におかれましては、教員採用選考試験の実施日程等について、地域の教育委員会と情報共有を図って

いただくようお願いします。  

あわせて、各大学におかれましては、令和４年12月の中央教育審議会答申（「令和の日本型学校教育」

を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性

を有する質の高い教職員集団の形成～）等においても示され、従前からお願いしているとおり、理論と実

践の往還を重視する観点から、全ての学生が一律に、教職課程の終盤に教育実習を履修する形式を改め、

例えば、通年で決まった曜日などに実施する教育実習や、早い段階から「学校体験活動」を経験し、教育

実習の一部を代替する方法、異なる学年の学生が同時に参加する形をとることで上級生がメンターとして

の役割を担うように工夫するなど、教育実習の在り方を含めた教職課程の見直しを御検討いただきますよ

うお願いします。  

 

【参考】  

○「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について～「新たな教師の学び

の姿」の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成～（答申）（中教審第240号）  

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985_00004.htm  

○公立学校教員採用選考試験の早期化・複数回実施等について方向性の提示  

https://www.mext.go.jp/content/20230531-mxt_kyoikujinzai02-000011998_1.pdf  

 

【別添資料】  

令和８年度教員採用選考試験の実施に関する留意点等について（周知）  

（令和６年４月26日付６文科教第261号）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件担当＞  

文部科学省教育人材政策課企画係  

Tel：03-5253-4111（内線：3970）  

Mail：kyoikujinzai@mext.go.jp 
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39．こども基本法の施行について（令和５年４月１日通知） 

 

こ 総 政 第 ２ 号 

令和５年４月１日 

各 都 道 府 県 知 事 

              殿 

各 指 定 都 市 市 長 

 

 
こ ど  も  家  庭  庁  長 官 
（ 公 印 省 略 ） 

 

 
こども基本法の施行について（通知） 

 
こども基本法（令和４年法律第 77 号。以下「法」という。）については、昨年６月 22 日に公布され、

令和５年４月１日から施行されます。 
貴職におかれては、下記事項に御留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮をお願いするとともに、

各都道府県におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村に対してもこの旨周知願います。また、参

考資料として、質疑応答集（Ｑ＆Ａ）（別紙）をとりまとめたので、併せて周知をお願いします。 

 

記 
 

第１ 法制定の目的（第１条関係） 
これまで、こどもに関する各般の施策の充実に取り組んできたが、少子化の進行、人口減少に歯止めがか

かっていない。また、児童虐待相談や不登校の件数が過去最多になるなど、こどもを取り巻く状況は深刻で、

コロナ禍がそうした状況に拍車をかけている。 

常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を我が国社会の真ん中に据えて、強力

に進めていくことが急務となっている。 

このため、こども家庭庁の設置と相まって、従来、諸法律に基づいて、国の関係省庁、地方自治体におい

て進められてきた、こどもに関する様々な取組を講ずるに当たっての共通の 基盤となるものとして、こども

施策の基本理念や基本となる事項を明らかにすることにより、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に実

施していくための包括的な基本法として、制定された。 

 

第２  定義（第２条関係） 

１ こども 
本法における「こども」は、心身の発達の過程にある者をいい、一定の年齢で上限を画しているもので

はない。 

２ こども施策本法における「こども施策」は、（１）こどもに関する施策と（２）一体的に講ずべき施策

からな 

る。 

（１）こどもに関する施策とは、こどもの健やかな成長や、結婚・妊娠・出産・子育てに対する支援を主

たる目的とする施策を指すものと解され、その具体的な例が、第２項各号に列記されている。 

（２）一体的に講ずべき施策とは、例えば、 

・主たる目的はこどもの健やかな成長に対する支援等ではないが、こどもや子育て家庭に関係する施

策（例：国民全体の教育の振興、仕事と子育ての両立等の雇用環境の整備、小児医療を含む医療の

確保・提供） 

・「こどもに関する施策」と連続性を持って行われるべき若者に係る施策（例：若者の社会参画支援、

就労支援、社会生活を営む上で困難を抱える若者支援） 

といった施策が含まれると解される。 

このように、（１）こどもに関する施策と（２）一体的に講ずべき施策からなる「こども施策」には、

こどもの健やかな成長に対する支援等を主たる目的とする施策に加え、教育施策、雇用施策、医療施策
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など幅広い施策が含まれる。 

なお、国民全体の教育の振興については、日本国憲法の精神に則り、教育基本法を頂点とする教育法

体系の下で行われるものである。こども基本法の目的・基本理念は、教育基本法第１条に定める「心身

ともに健康な国民の育成」という「教育の目的」と通ずるものである。 

なお、教育に係る個別作用法の運用に当たっては、これまでも日本国憲法、児童の権利に関する条約

の趣旨が考慮されてきたところ、こども基本法の制定を機に、これらと合わせて基本法の趣旨が考慮さ

れるべき旨を徹底していくことが求められる。 

 

第３ 基本理念（第３条関係） 
こども施策を行うに当たっての基本理念を規定している。 

第１号は、日本国憲法第 11 条の基本的人権の保障、同第 13 条の個人の尊重、同第 14 条の法の下の平

等、さらには、児童の権利に関する条約第２条の差別の禁止の趣旨を踏まえて、規定されている。 

第２号は、児童の権利に関する条約第６条の「生命に対する権利」の趣旨を踏まえて、こどもの成長を支

えることを定めている。 

第３号は、児童の権利に関する条約第 12 条の「児童の意見の表明の権利の確保」の趣旨を踏まえ、こど

も自身に直接関係する全ての事項に関して、年齢や発達の程度に応じて、こどもの意見を表明する機会と多

様な社会的活動に参画する機会が確保されることを規定した。「自己に直接関係する全ての事項」とは、児

童の権利に関する条約第 12 条と同様、どのような学校を選ぶか、どのような職業に就くかなど、個々のこ

どもに直接影響を及ぼす事項と解される。また、「多様な社会的活動に参画する機会」には、ボランティア

などの活動のほか、本法第 11 条で規定されているこども施策の策定等に当たってのこどもの意見反映の機

会などが想定されている。 

第４号は、こども自身に直接関係する事項以外の事項であっても、こどもの意見が、その年齢及び発達の

程度に応じて尊重され、その最善の利益が優先して考慮されることを規定したものである。国では、「こど

も政策の新たな推進体制に関する基本方針」（令和３年 12 月 21 日閣議決定）において、こどもの最善の

利益を実現する観点から、こどもの意見が年齢や発達段階に応じて積極的かつ適切にこども政策に反映され

るように取り組むことを、政府全体の方針としており、この「基本方針」でいう「こども政策」には、こど

も自身に直接関係する事項以外の事項が当然に含まれている。「児童の最善の利益」の考慮とは、「こども

にとって最も善いことは何か」を考慮することであり、「こどもの意見がその年齢及び発達の程度に応じて

尊重すべきものと認められる場合であっても、別の考慮要素と比較衡量して合理的に判断した結果、こども

にとって最善とは言い難いと認められる場合には、こどもの意見とは異なる結論が導かれることはあり得る。 

第５号は、児童の権利に関する条約の前文及び第 18 条の趣旨を踏まえ、父母その他の保護者が第一義的

責任を有するとの認識の下、子育てに対して社会全体として十分な支援を行うことを定めたものである。ま

た、家庭での養育が困難なこどもに対して、その健やかな成長のために同様の養育環境を確保することを定

めたものである。 

第６号は、子育てをする者、しようとする者が、家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感でき

るよう、社会環境を整備することを示したものである。 

 

第４ 責務等（第４～７条関係） 
国・地方公共団体に対し、基本理念にのっとり、こども施策を策定・実施する責務を課している。事業主

に対しては、仕事と家庭の両立等の雇用環境の整備に係る努力義務を課している。また、国民に対して、こ

ども施策について関心と理解を深めるよう努力義務を課している。 

 

第５ 年次報告（第８条関係） 
こどもをめぐる状況及び政府が講じたこども施策の実施の状況に関する報告（こども白書）を、毎年、国

会に提出することを規定している（いわゆる法定白書）。 

こども白書は、従来の「少子化社会対策白書」、「子供・若者白書」、「子どもの貧困の状況及び子ども

の貧困対策の実施の状況」（本基本法により改正され法定白書化）の内容が盛り込まれ、１つの白書として、

国会に提出されることとなる。 

 

第６ こども大綱（第９条関係） 
こども大綱は、こども施策を総合的に推進するために、こども施策に関する基本的な方針、重要事項を定

めるものであり、これまで別々に作られてきた「少子化社会対策大綱」・「子供・若者育成支援推進大綱」・

「子供の貧困対策に関する大綱」が束ねられ、こども大綱に一元化されることとなる。 
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こども大綱により、従来の３つの大綱が１つになることから、政府全体として、統一性のある大綱の下で、

これまで以上に総合的かつ一体的にこども施策を進めていく。 

 

第７ 都道府県こども計画、市町村こども計画（第 10 条関係） 
都道府県は、国の大綱を勘案して、都道府県こども計画を作成するよう、また、市町村は、国の大綱と都

道府県こども計画を勘案して、市町村こども計画を作成するよう、それぞれ、努力義務が課せられている。 

都道府県こども計画・市町村こども計画は、既存の各法令に基づく以下の都道府県計画・市町村計画と一

体のものとして作成することができる。 

・子ども・若者育成支援推進法第９条に規定する、都道府県子ども・若者計画・市町村子ども・若者計画 

・子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に規定する、都道府県計画・市町村計画 

・その他の法令の規定により地方公共団体が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるもの

の例 

・次世代育成支援対策推進法に基づく都道府県行動計画・市町村行動計画 

・子ども・子育て支援法に基づく子ども・子育て支援事業計画 

地方公共団体が、本条の規定を活用し、こども施策に関する事項を定める計画を一体として策定した場合

には、区域内のこども施策に全体として統一的に横串を刺すこと、住民にとって一層わかりやすいものとす

ること、事務負担の軽減を図ることなどが期待される。 

 

第８ こどもの意見の反映（第 11 条関係） 
国・地方公共団体において、こども施策を策定・実施・評価するに当たり、施策の対象となるこどもや子

育て当事者等の意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講ずることを定めている。 

ここでいう「国」とは、行政府だけではなく、立法府や司法府も含まれるものと解される。また、ここで

いう「地方公共団体」とは、地方自治法に基づく普通地方公共団体及び特別地方公共団体を指し、議会や執

行機関のほか、法律の定めるところにより置かれる委員会（例：教育委員会）や、法律又は条例の定めると

ころにより置かれる附属機関が含まれるものと解される。 

児童の権利に関する条約第 12 条では、個々のこどもに直接影響を及ぼす司法上・行政上の決定・措置に

関する手続において当該こどもに対して意見を聴取する機会が与えられることが定められている。この趣旨

を踏まえ、本法第３条第３号が規定されている。 

一方、本法第 11 条は、「こどもに関する施策」と「一体的に講ずべき施策」からなる「こども施策」、

つまり、こどもの成長に対する支援等を主たる目的とする施策に加え、教育施策、雇用施策、医療施策など

幅広い施策に対し、施策の対象となるこどもや子育て当事者等の意見を反映させるために必要な措置を講ず

ることを求めている。 

こどもの意見を反映させるために必要な措置については、当該施策の目的等によって様々であると考えら

れるが、例えば、以下のような手法が想定される。 

・こどもや若者を対象としたパブリックコメントの実施。 

・審議会・懇談会等の委員等へのこどもや若者の参画の促進。 

・こどもや若者にとって身近なＳＮＳを活用した意見聴取などこどもや若者から直接意見を聴く仕組みや

場づくり。 

こどもから意見を聴くための様々な手法を組み合わせ、脆弱な立場に置かれたこどもをはじめ様々な状況

にあるこどもや低年齢のこどもを含めて、多様なこどもの声を聴くように努めることが重要である。具体的

にどのような措置を講ずるのか、どのような頻度で意見を聴くのか、また、こどもの意見をどの程度反映す

べきなのかなどについては、個々の施策の目的等に応じて、様々であると考えられる。 

また、当該施策が、（１）こどもの成長に対する支援等を主たる目的とする「こどもに関する施策」であ

るのか、（２）主たる目的はこどもの成長に対する支援等ではないがこどもや子育て家庭に関係する施策等

である「一体的に講ずべき施策」であるのか、一律に判断することは難しいが、（１）「こどもに関する施

策」は、（２）「一体的に講ずべき施策」と比較すると、相応のプロセスが求められるものと考えられる。 

こども施策を決定する主体（各省各庁の長、地方公共団体の長等）が、当該施策の目的等を踏まえ、こど

もの年齢や発達の段階、実現可能性などもしっかり考慮しつつ、こどもの最善の利益を実現する観点から、

施策への反映について判断することとなる。 

こどもの最善の利益を実現する観点から、当該施策の主たる目的等の考慮要素と比較衡量して合理的に判

断した結果、こどもの意見とは異なる結論が導かれることはあり得る。 

こどもからの意見聴取に当たっては、こどもが意見を言いやすい環境づくりや、こどもの意見を聴く職員

の姿勢、さらに、こどもと近い目線でこどもを支え、こどもの声を引き出す、ファシリテーターやサポータ
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ーのような役割も重要である。 

また、聴取した意見が施策に反映されたかどうかについて、こどもにフィードバックすることや広く社会

に発信していくことが望まれる。 

こども家庭庁において、今後、国や地方公共団体の取組を促進していく。 

 

第９ 総合的かつ一体的な提供のための体制整備（第 12 条関係） 

こども施策において長年の課題とされてきた、年齢の壁、こどもが必要とする施策ごとの制度の壁、施策

を講ずる関係省庁の縦割りの壁、これら３つの壁を打破し、統合的、一体的に支援を提供していくために規

定された。 

 

第１０ 関係者相互の有機的な連携の確保等（第 13 条・第 14 条関係） 
こども施策の適正かつ円滑な実施において、関係機関や民間団体等の連携を確保することが重要であり、

第 13 条においては、国・地方公共団体に対し、関係機関・団体等の有機的 

な連携の確保に係る努力義務が、第 14 条においては、有機的な連携の確保に資するための情報通信技術の

活用について、それぞれ定められている。 

地方公共団体における連携の確保のための手段として、協議会を組織することができることとされている。

協議会の構成員としては、当該地方公共団体で医療、保健、福祉、教育、療育等に関する業務を行う行政機

関、地域においてこどもに関する支援を行う民間団体等が想定されている。 

本法における「協議会」とは、例えば、個別法に基づき置かれる以下のような協議会等（ 

※）を含むものとして、包括的に規定されており、これらとは別の新たな協議会の設置を求めているもの

ではないと解される。 

・地方青少年問題協議会法に基づき、重要事項の調査審議や関係行政機関相互の連絡調整を図る、都道

府県青少年問題協議会・市町村青少年問題協議会。 

・子ども・子育て支援法に基づき、施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項等の調査審議等を

行う合議制の機関（地方版子ども・子育て会議）。 

・子ども・若者育成支援推進法に基づき、関係機関等が行う支援を適切に組み合わせることによりその

効果的かつ円滑な実施を図るため、関係機関等により構成される子ども・若者支援地域協議会。 

・児童福祉法に基づき、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を

図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者により

構成される要保護児童対策地域協議会。 

※上記と類似する機能を持つ条例等に基づく合議制の機関を含む。 

 
第１１ 本法及び児童の権利に関する条約の趣旨及び内容についての周知（第 15 条関係）こども基本

法と児童の権利に関する条約の内容や考え方を、こどもをはじめ、広く国民に 周知するために規定され

た。今後、こども家庭庁を中心に、関係省庁が連携して、あらゆる機会を通じて、当事者であるこども、

保護者や教職員などのこどもと関わる大人のほか、広く社会に対して、こども基本法や児童の権利に関

する条約の趣旨・内容を周知していく。 

 
第１２ こども施策の充実及び財政上の措置等（第 16 条関係） 

政府に対し、こども大綱の定めるところにより、こども施策の一層の充実を図るとともに、それに必要

な予算の確保を図るための財政上の措置等を講ずる努力義務を課したものであり、閣議決定するこども大

綱に基づき、一定の期間の中で、目標の達成に向け、財政的な見通しも持ちながら、施策を充実させてい

くことが求められている。 

 
第１３ こども政策推進会議（第 17 条～第 20 条関係） 

従来の少子化社会対策会議、子ども・若者育成支援推進本部、子どもの貧困対策会議等を統合する形

で、こども家庭庁に、内閣総理大臣を長とする閣僚会議である「こども政策推進会議」が置かれることと

なった。こども政策推進会議は、こども大綱の案を作成し、こども施策の実施を推進する政府全体の司令

塔の役割を果たしていく。また、こども大綱の案の作成に当たり、こども、子育て当事者、学識経験者、

地域においてこどもに関する支援を行う民間団体等の幅広い関係者の意見を反映させるために必要な措

置を講ずることが規定されている。 
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こども基本法の概要（地方公共団体関係部分） 
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（別紙） 

 

こども基本法に関するＱ＆Ａ【第１版（令和５年４月版）】 

 

※ 本Ｑ＆Ａは、適宜のタイミングで更新する予定。 

 

【第２条関係】 

 

Ａ１  「こども」とは、「心身の発達の過程にある者」をいい、一定の年齢による上限を設けていな

い（Ｑ２参照）。法令においては年少者や若年者を表すものとして、漢字の「子」に平仮名の「ど

も」で「子ども」や「児童」「青少年」といった語が使われているが、その定義や対象年齢は各

法令で様々であること、また、当事者であるこどもにとってわかりやすく示すという観点から、

平仮名の「こども」の表記を用いている。 

 

Ａ２ 18 歳や 20 歳といった年齢で必要な支援がとぎれないよう、心と身体の発達の過程にある人を

「こども」としている。こどもや若者のみなさんのそれぞれの状況に応じて、社会で幸せに暮ら

していけるよう支えていく。 

 

【第６条関係】 

Ａ３ 長時間労働などが男女の仕事と子育ての両立の難しさにつながっている現状に鑑みると、こども

の健やかな成長のためには、ワーク・ライフ・バランスの実現など、国・地方公共団体のみなら

ず、事業主の果たす役割も大きいといえる。 

※なお、少子化社会対策基本法においても、子育て支援の観点から、事業主の努力に関する規定

を設け、「事業主は、子どもを生み、育てる者が充実した職業生活を営みつつ豊かな家庭生活

を享受することができるよう……必要な雇用環境の整備に努めるものとする。」と定められ

ている。【第８条・第９条関係】 

Ａ４ 現行の「少子化社会対策基本法」、「子ども・若者育成支援推進法」、「子どもの貧困対策の推

進に関する法律」の３つの法律の下では、別々の閣僚会議の下で別々の大綱が作成されてきた。

これら３つの法律は、それぞれ目的は異なるものの、こども施策に関する法律であり、重なり合

う範囲も大きい。こども基本法では３つの法律に基づく施策の大綱及び施策に関する国会報告

（白書）を一本化されることとなった。これにより、全体として、統一性のあるこども施策の大

綱が策定され、また、白書についても、重複した説明のない、体系的に分かりやすいものとなる。

また、こども基本法に基づく大綱が策定され、白書が提出された場合には、３つの法律に基づく

大綱も策定され、白書も提出されたものとみなされるので、行政の事務的な負担も軽減されると

見込まれる。 

 

Ａ５ 令和５年の年内に国会報告することを想定している。白書は年次報告であるため既存の白書自体

が廃止されるものではないが、こども白書には、これまで別々に作られてきた。３つの内容が盛

り込まれ、１つの白書として国会に提出されることになり、今後は、こども白書の報告をもって

各白書の報告とみなすこととなる。 

Ｑ１ 「こども」の定義はなぜ平仮名でされているのか。 

Ｑ２ 「こども」の対象年齢はいくつまでか。 

Ｑ３ 事業主の努力に係る規定の趣旨は何か。 

Ｑ４ 現行の３法律に基づく白書・大綱をなぜ束ねるのか。 

Ｑ５ 令和５年度の年次報告はいつ頃公表されるのか。また、こども白書が作成された場合、「少子化社会対

策白書」、「子供・若者白書」、「子どもの貧困の状況及び子どもの貧困対策の実施の状況」は廃止になるか。 
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Ａ６ 内閣官房に置かれたこども政策の推進に係る有識者会議において令和５年３月にこども大綱の

策定に向けた論点として、第２次報告書を取りまとめたところ（※）。 

（※）https://www.cfa.go.jp/councils/seisaku_yushikisha/ 

 

令和５年４月以降、総理大臣を長とするこども政策推進会議において、こども大綱の案の作成

方針を定めた上で、こども家庭審議会において具体的な調査審議を進めていく。その後、こどもや

若者などを対象とした公聴会やパブリックコメントなどを経た上で、こども大綱の案をこども政

策推進会議が作成し、閣議決定する予定としている。 

 

Ａ７ こども大綱の策定により、「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子

どもの貧困対策に関する大綱」いずれも現行の大綱は廃止され、こども大綱に一元化されること

になる。今後は、こども大綱の策定をもって既存３大綱の策定とみなすこととなる。 

 

【第 10 条関係】 

Ａ８ 都道府県こども計画及び市町村こども計画（以下、「自治体こども計画」という。）は、法第 10 

条第１項及び第２項において、国が策定するこども大綱を勘案して定めることとされている。 

国のこども大綱は、法第９条第３項において、 

•  少子化社会対策基本法第７条第１項に規定する総合的かつ長期的な少子化に対処するため

の施策 

• 子ども・若者育成支援推進法第８条第２項各号に掲げる事項 

• 子どもの貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に掲げる事項 

を含むものでなければならないとされており、したがって、こども大綱を勘案して作成する自治

体こども計画にも、これらに相当する内容が含まれるものと解される。 

 

Ａ９  法第 10 条第４項及び第５項のとおり、自治体こども計画を作成するにあたり、子ども・子育

て支援事業計画、次世代育成支援推進法に基づく行動計画と一体のものとして作成することが可

能となる。 

 

Ａ10  こども大綱は、子ども・若者育成支援推進大綱、子どもの貧困対策大綱、少子化社会対策大

綱の内容を含むものとして策定されるもので、自治体こども計画は、こども大綱を勘案して、

これらに相当する内容が含まれる必要があることから、仮に地方版総合戦略と一体のものとし

て作成する場合には、これらに相当する内容を含めるとともに、地方版総合戦略としての内容

を備える必要がある。また、自治体こども計画は各自治体におけるこども施策に全体として統

一的に横串を刺すものとして、住民にとってわかりやすい内容となるようにする必要があり、

仮に地方版総合戦略と一体のものとして作成した場合にも、住民が混乱を招くことがないよう

細心の注 意を払う必要がある。

Ｑ６ こども大綱はいつ頃公表されるのか。 

Ｑ７ こども大綱が作成された場合、「少子化社会対策大綱」、「子供・若者育成支援推進大綱」、「子どもの貧困対策に関す

る大綱」は廃止になるか。 

Ｑ８ 都道府県こども計画及び市町村こども計画に記載すべき要素は何か。 

Ｑ９  自治体こども計画は、子ども・子育て支援事業計画や次世代育成支援推進法に基 づく行動計画

と一体のものとして作成できるか。 

Ｑ10  自治体こども計画を、デジタル田園都市国家構想総合戦略を勘案した地方版総合戦略と一体のものとし

て作成できるか。 
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Ａ11 可能である。ただし、その場合であっても、内容として、自治体こども計画には子どもの貧困対

策の推進に関する事項が含まれること（例えば、別に定める子どもの貧困対策に関する計画の概

略を記載しつつ、当該事項の詳細に関しては別に定める子どもの貧困対策に関する計画を参照す

る旨を明記するなど）が必要である。 

 

Ａ12 詳細な時期は現在検討中であるが、こども大綱が策定されるまでの間、引き続き情報提供を行う予

定である。令和５年度予算では、都道府県、市町村が自治体こども計画を策定するに当たって必

要な経費について支援する補助金を計上しており、要綱・要領については追ってお示しする。 

 

Ａ13  令和６年度以降の事業については、現時点では未定であるが、地方自治体における自治体こど

も計画の策定の支援に努めてまいりたい。 

 

Ａ14 自治体こども計画策定支援事業は、自治体こども計画の策定に向けた調査（例えば、こども・

若者の意識調査など）を対象とすることを想定しており、個別の調査や取組（例えば、子ども

の貧困に係る調査、子ども・子育て支援事業計画に関するニーズ調査など）のみを行う場合に

は、自治体こども計画策定支援事業の対象にならない。こども大綱は、子ども・若者育成支援

推進大綱、子どもの貧困対策大綱、少子化社会対策大綱の内容を含むものとして策定されるも

ので、自治体こども計画は、こども大綱を勘案して、これらに相当する内容が含まれる必要が

あることから、自治体こども計画の策定に向けた調査にあたっても、これらに相当する内容の

調査が含まれる必要がある。その際、①総合的な調査として１つの調査でまとめて行う、②個

別の調査を複数行うことで全体として内容が含まれるようにする、どちらも可能であるが、②

の場合には、複数行う調査の全体を補助申請時にあらかじめ示し、全体として自治体こども計

画の策定に当たって含めるべき内容が全て入っていることを示す必要がある。また、令和６年

度以降の事業については現時点では未定であるが、地方自治体における自治体こども計画の策

定を支援できるよう検討してまいりたい。 

Ｑ11 自治体こども計画とは別に、こども大綱のうち子どもの貧困対策に関する事項に係る部分を勘案して、

子どもの貧困対策に関する法律第９条に基づく子どもの貧困対策に関する都道府県計画や市町村計画を

定めることもできるか。 

Ｑ12  自治体こども計画を策定するにあたって、こども大綱以外で策定指針のようなものは提供見込みか。

提供されるとしたらいつ頃が見込まれるか。 

Ｑ13  令和５年度は、自治体こども計画の作成に係る補助事業があるが、令和６年度策定の場合にも令和

５年度同様の助成事業が想定されているか。 

Ｑ14 令和５年度に子どもの貧困対策に関する計画と子ども・子育て支援事業計画のニーズ調査、令和

６年度に計画の見直し作業を実施予定であるが、自治体こども計画策定支援事業の補助率 1/2 が該当

するか。また、該当する場合は、令和５年度、令和６年 

度ともに該当するか。 
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Ａ15 可能である。広域連合や一部事務組合も対象にする予定である。 

 

Ａ16  自治体こども計画は、こども大綱を勘案して作成することになっているため、こども大

綱の策定以降に作られることを想定している。子ども・子育て支援事業計画などの他の

計画との関連を踏まえた具体的な策定スケジュールについては、地域の実情に応じて、

各自治体で御判断いただくものと考えている。 

 

Ａ17 法第２条第２項の「一体的に講ずべき施策」は、教育施策・雇用施策・医療施策           

等の全般を指すものではなく、教育施策・雇用施策・医療施策等のうち「主たる目的はこど

もの健やかな成長に対する支援等ではないが、こどもや子育て家庭に関連する施策」であり、

こども大綱にはこれらの施策も盛り込まれる。自治体こども計画は、こども大綱を勘案して

作成することとなっており、こども大綱と同様に、教育施策・雇用施策・医療施策のうち

「主たる目的はこどもの健やかな成長に対する支援等ではないが、こどもや子育て家庭に関

連する施策」に相当する事項が盛り込まれるものと解される。 

 

Ａ18 次世代育成支援対策推進法の延長等については、現時点では未定であるが、今後とも情報

報提供していく。 

 

 

Ａ19  法第 13 条第２項は、こども施策の適正かつ円滑に実施に向けた関係者相互の有機 的

Ｑ15 市町村でこども計画を作る際に、複数の自治体で１つの計画を作成できるか。 

Ｑ19 こども計画の策定に係る外部意見の取入れ、計画の進捗確認・評価のための体制 が必要と

考えるが、そのための体制は、こども基本法第 13 条に掲げられている「関係者相互の有機的な

連携体制」を想定されているのか。 

Ｑ16 現在の子ども・子育て支援事業支援計画の次期計画策定と合わせてこども計画を 策定するこ

とを検討しているが、国として自治体こども計画をいつまでに策定することが望ましいと考えている

か

Ｑ17 こども基本法第９条には、こども大綱は、こども施策に関する基本的な方針、重要事項、必要

な事項を定めることとされている。こども施策は、こども基本法第２条第 ２項において（１）こど

もに関する施策、（２）一体的に講ずべき施策とされているため、こども大綱には（２）で想定され

ている教育施策、雇用施策、医療施策など幅広い施策に係る事項が盛り込まれることになり、こど

も大綱を勘案して作成する必要がある自治体こども計画も同様の範囲の事項を盛り込む必要があ

るか。 

Ｑ18 次世代育成支援対策推進法は令和６年度末を期限とする時限立法だが、再び延長される見込みか。

それともこども基本法に規定される自治体こども計画がその役割を担うため、延長されない、もしくは

延長されたとしても自治体こども計画策定の規定は 

削除される見込みか。 
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な連携体制について一般的に規定しているものである。一方、第 11 条は、こども 施策

に対するこども等の意見の反映について規定され、自治体こども計画の作成・推進に当

たっても意見を反映させるために必要な措置を講ずることが求められるが、具体的な方

法や体制は、地域の実情に応じて各自治体に御判断いただくことになる。 

 

【第 11 条関係】 

 

Ａ20  法第 11 条において、国及び地方公共団体に対し、こども施策の策定、実施、評価に当

たっては、その対象となるこども等の意見を反映させるために必要な措置を講ずることを

義務付ける規定が設けられている。令和５年３月に内閣官房においてこども政策決定過程

におけるこどもの意見反映プロセスの在り方に関する調査研究を行い、報告書を取りまと

めたので、御確認いただきたい（※）。 

（※）https://www.cfa.go.jp/councils/ikenhanei_process/ 

 

Ａ21  令和４年度に実施した「こども政策決定過程におけるこどもの意見反映プロセスの在り

方に関する調査研究」の報告書においては、こどもの意見を聴く際にはデジタルネイティ

ブ世代のこどもや若者にとって身近で有用な手段であるデジタルツールを有効に活用し

つつ、様々な手法を併用し、多様な選択肢を用意するべきであるとされており、 

例えば、 

・対面やオンラインでの意見交換、ＳＮＳを活用したチャット形式の意見交換。 

・インターネットによるアンケート、児童館や青少年センター等こどもや若者の居場 所を

通じたアンケート。 

・こども・若者を対象としたパブリックコメント。 

・審議会・懇談会等へのこどもや若者の参画。 

・学校、児童館や青少年センター、児童養護施設など、こどもや若者の活動の場や生 活の場

に出向いた意見交換。 

などの手法を用意することが考えられる。 

これらは例示であり、全て実施しなければならないというものではない。個々の施策の目

的や内容、意見を聴くこどもや若者の状況や特性によっても最適な手法は多様であるため、

様々な手法を重層的に組み合わせ、多様な声を聴く機会を確保することが重要である。令和

５年３月に内閣官房こども政策決定過程におけるこどもの意見反映プロセスの在り方に関

する検討委員会において調査研究報告書を取りまとめたので、御確認いただきたい。 

 

Ａ22 既定の経費の中で対応するほか、委託実施のための経費を予算措置すること等が考えら

れる。なお、こども家庭庁においては、地方自治体へのファシリテーター派遣に加え、フ

Ｑ20 こども施策へのこどもの意見反映は、必ず取り組まなければならないのか。 

Ｑ22 こどもの意見反映のための予算措置としてどのようなことを検討すれば良いか。また、国から地

方公共団体への補助事業などは検討しているか。 

Ｑ21 こどもの意見はどのような手法で聴けば良いのか。 
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ァシリテーター養成プログラムや行政職員向けガイドラインの作成に向けた調査研究を

進め、そうした情報の提供や好事例の横展開等を通じて地方自治体の取組を支援してい

く。 

 

Ａ23  法第 11 条にある「地方公共団体」とは、地方自治法に基づく普通地方公共団体及び特

別地方公共団体を指し、議会や執行機関のほか、法律の定めるところにより置かれる委員

会（例：教育委員会）や、法律又は条例の定めるところにより置かれる附属機関が含まれ

る一方、地方公共団体が設置する公立学校、公立病院、地方公営企業等は含まれないもの

と解される。 

 

Ａ24  法第 11 条は、校則の見直しについて各学校に義務を課すものではないが、児童生徒

や保護者等の学校関係者からの意見を聴取した上で定めていくことが望ましいと考えら

れる。例えば、児童会・生徒会や保護者会といった場において、校則について確認した

り議論したりする機会を設けるなど、絶えず積極的に見直しを行っていくことが必要で

ある。校則の見直しの過程に児童生徒自身が参画することは、校則の意義を理解し、自

ら校則を守ろうとする意識の醸成につながる。また、校則を見直す際に児童生徒が主体

的に参加することは、学校のルールを無批判に受け入れるのではなく、自身がその根拠

や影響を考え、身近な課題を自ら解決するといった教育的意義を有するものとなる。 

 

【第 13 条関係】 

 

Ａ25  国においては、既存の協議会等を法第 13 条第２項に基づき組織する協議会であること等

について明確化することや、複数の個別法に基づく協議会等を同条第２項に基づき組織する

協議会として位置づけることは要請しておらず、自治体の裁量に任せている。 

 

【第 14 条関係】 

 

Ａ26  例えば、地方自体において、個々のこどもや家庭の状況を利用している支援等に関する教

育・ 保健 ・福 祉な どの 情報 ・デ ータ を分 野横 断的 に連 携し 、個 人情 報 の            

適正な取り扱いに配慮しながら、潜在的に支援が必要なこどもや家庭を把握し、アウトリー

チ支援につなげる情報・データ連携が想定される。 

 

 

Ｑ25 法第 13 条第２項に基づいて協議会を組織した場合、その旨を対外的に明確化する必要がある

か。また、すでに個別法に基づき存在する協議会等を、法第 13 条第２項に基づき組織した協議

会と位置付けなければならないか。 

Ｑ26 「情報通信技術の活用」として具体的にどのような措置を想定しているか。 

Ｑ23  意見を反映させるために必要な措置を行う「地方公共団体」に、地方公共団体が設置する公立学

校は含まれるのか。 

Ｑ24 各学校は法第 11 条に基づいて校則の見直しを行う必要があるのか。 
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【第 17 条関係】 

 

Ａ27 「こども政策推進会議」は、内閣総理大臣を会長とし、こども政策を担当する内閣府特命担

当大臣のほか、関係閣僚を構成員とする会議であり、こども大綱の案を作成するほか、こど

も施策に関する重要事項についての審議及びこども施策の実施の推進等の事務をつかさどる

こととされ、４月１日付で設置したところ。 

他方、「こども家庭審議会」は、審議会として、こども施策に係る有識者や支援実践者、当

事者などを主たる構成員とすることを想定しており、内閣総理大臣等の諮問に応じて、又は自

ら専門的見地から、こどもが自立した個人としてひとしく健やかに成長することのできる社

会の実現に向けた基本的な政策に関する重要事項の調査審議や内閣総理大臣・関係各大臣等

に対する意見具申などを行うこととされている。 

したがって、「こども家庭審議会」が、より専門的・実務的な観点から調査審議等をする役

割を担い、「こども政策推進会議」が、閣僚会議として施策をより強力に推進する役割を担う

ことが想定される。 

  

Ｑ27 「こども政策推進会議」とこども家庭庁設置法にある「こども家庭審議会」の関係はどのよ

うになっているか。 
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40．特別支援教育を担う教師の養成の在り方等に関する検討会議報告（令和４年３月 31

日） 概要 
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41．外国人児童生徒等の教育を担う教員の養成・研修のモデルプログラムについて 
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42．学校安全について 
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43．教職課程においてコミュニティ・スクール及び地域学校協働活動を取り扱う

際の関連情報の活用について（依頼）（令和５年１２月１日事務連絡） 

事 務 連 絡 
令和５年１２月１日 

教職課程を置く 
各 国 公 私 立 大 学 
指定教員養成機関 教職課程御担当課 御中 

 
文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

 
教職課程においてコミュニティ・スクール及び地域学校協働活動を取り扱う際の関連
情報の活用について（依頼） 

 
 平素から文部科学行政に御理解と御協力をいただき、誠にありがとうございます。 
地域における教育力の低下や、学校を取り巻く課題の複雑化・困難化等が指摘される

中において、学校や地域が抱える課題に対応するとともに、現行学習指導要領の理念で
ある「社会に開かれた教育課程」を実現していくためには、学校と地域の連携・協働を
進めていくことが必要であり、近年その重要性がますます高まっています。 
こうしたことを踏まえ、文部科学省では、保護者や地域住民等が学校運営に参画する

「コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）」と、地域住民等の参画により地域と
学校が連携・協働する「地域学校協働活動」の一体的な取組を推進しています。 
特に、コミュニティ・スクールについては、学校運営協議会の設置が平成 29 年に教育

委員会の努力義務となって以降、大きな広がりを見せており、本年５月時点で全国の公
立学校（初等中等教育段階）の半数以上（52.3％）に導入されるとともに、域内全ての学
校に導入する教育委員会も増えています。このため、教職課程を履修する学生にとって
も、コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動についての理解を深めていただく必
要性が増している状況です。 
文部科学省では、コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動の周知と取組の充実

を図るため、制度趣旨や意義等についてまとめた資料や、取組事例、関係会議の資料等
を、下記のとおり公表しています。教職課程を置く大学等におかれては、教職課程コア
カリキュラム（令和３年８月４日教員養成部会決定）に示す「教育に関する社会的、制
度的又は経営的事項（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含む。）」に関する
科目等で「学校と地域との連携」の内容を取り扱う際には、これらの資料等も御活用い
ただき、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動についての学生の理解がより一層
深まるよう御検討をお願いします。 

記 
○ パンフレット「これからの学校と地域 コミュニティ・スクールと地域学校協働活動」 

https://manabi-mirai.mext.go.jp/upload/korekaranogakkoutotiiki_pamphlet2020.pdf 

○ コミュニティ・スクールの在り方等に関する検討会議 最終まとめ（令和４年３月 14 日） 
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/163/toushin/mext_00001.html 

○ 学校と地域でつくる学びの未来 
※制度趣旨や意義等についてまとめた資料や、全国の取組事例等を掲載しています。 
https://manabi-mirai.mext.go.jp/torikumi/chiiki-gakko/cs.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件担当＞ 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

地域学校協働推進室地域学校協働企画係 

電話：03-5253-4111（内線：3284） 

Mail：s-manabi@mext.go.jp 
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44．学校における男女共同参画の推進のための教員研修プログラム 
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45．「StuDX Style」について 
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46．第五次子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画の概要 
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47．学校図書館の充実に向けた取組について 
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48．性犯罪・性暴力対策の強化の方針の決定について（通知）（令和５年３月 30 日

通知） 

 

 

 

 

 

４文科教第１９６１号 

令和５年３月３０日 

各都道府県教育委員会教育長 

各指定都市教育委員会教育長 

各都道府県知事 

構造改革特別区域法第12 条第１ 項 

の認定を受けた各地方公共団体の長 

各国公立大学法人の長            殿 

各文部科学大臣所轄学校法人理事長 

各大学を設置する学校設置会社の代表取締役 

各国公私立高等専門学校長 

厚生労働省医政局長 

厚生労働省社会・援護局長 

文部科学省総合教育政策局長 

藤 江 陽 子 

文部科学省初等中等教育局長 

藤 原 章 夫 

文部科学省高等教育局長 

池 田 貴 城 

 

性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針の決定について（通知） 

 
性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、決して許されないも

のです。 
政府は、令和２年６月、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」を策定し、令和２年度か

ら４年度までの３年間を「集中強化期間」として対策の強化に取り組んできました。 
これまでの「集中強化期間」による取組を継続・強化するため、内閣府、警察庁、法務

省、文部科学省及び厚生労働省の局長級を構成員とする「性犯罪・性暴力対策強化のため

の関係府省会議」にて、令和５年度から７年度までの３年間を「更なる集中強化期間」と

位置付けるとともに、同期間における関係府省の取組の方針を示すため、「性犯罪・性暴

力対策の更なる強化の方針」（以下「本方針」という。）を、別添のとおり、決定いたし

ました。 
 
 本方針には、文部科学省関係の取組として、わいせつ行為を行った教員等の厳正な処

分と再犯防止、学校等で相談を受ける体制の強化、「生命（いのち）の安全教育」や情

報モラル教育等の推進、「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」※の確実な実行等が盛り

込まれています。 
※３月３０日付事務連絡「児童生徒等の痴漢被害への対応について(依頼)」参照 

 

「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」が策定されましたので、その内容をお知

らせするとともに、「生命（いのち）の安全教育」の取組の推進を改めてお願いするもの

です。 
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「生命（いのち）の安全教育」については、令和５年度から全国展開することとしてお

り、これまで、別添３のとおり、教材・指導の手引きの作成、動画教材の作成、モデル事

業の実施、生徒指導提要に「生命（いのち）の安全教育」を盛り込む等の取組を行ってま

いりました。令和５年度からは、全国フォーラムの開催等、学校現場での実践をより後押

しする取組を通じ、全国展開を強力に推進してまいります。改めて、各学校や地域の状況

に応じた「生命（いのち）の安全教育」の実施について、積極的な取組をお願いします。 

 

文部科学省においても、本方針に基づいて引き続き取組を進めてまいります。各位にお

かれても本方針について十分了知されるとともに、引き続き、その趣旨を踏まえた教育・

啓発等に取り組んでいただくようお願いします。 
 

本方針について、各都道府県教育委員会教育長におかれては、市（指定都市を除く。）区町

村教育委員会及び所管の学校（専修学校及び各種学校を含む。以下同じ。）に対して、各指定

都市教育委員会教育長におかれては、所管の学校に対して、各都道府県知事におかれては、

所管の学校及び所轄の学校法人等に対して、構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受

けた地方公共団体の長におかれては、所轄の学校設置会社に対して、国公立大学法人の長に

おかれては、その設置する学校に対して、文部科学大臣所轄学校法人理事長及び各大学を設

置する学校設置会社の代表取締役におかれては、その設置する学校に対して、厚生労働省医

政局長及び厚生労働省社会・援護局長におかれては、所管の専修学校に対して、御周知くだ

さるようお願いします。 

 

 

別添１：性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針 概要 

別添２：性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針 

別添３：「生命（いのち）の安全教育」概要資料 

 

 

【本件連絡先】           

文部科学省総合教育政策局      

男女共同参画共生社会学習・安全課  

電話:03-5253-4111(内線 3268、3073) 
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性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針 

 

令 和 ５ 年 ３ 月 3 0 日 

性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議  

 

 

（１）本方針策定の経緯 

性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、決して許されないもので

ある。「相手の同意のない性的な行為は性暴力」であり、「悪いのは加害者である」、「被害

者は悪くない」という認識を社会全体で共有し、性犯罪・性暴力の根絶のための取組や被害者

支援を強化していく必要がある。 

政府は、被害に遭った方々や支援団体等の熱心な活動によって性犯罪・性暴力のない社会の

実現に向けた社会的気運が高まる中、令和２年６月、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」

（以下「強化の方針」という。）を策定し、令和２年度から４年度までの３年間を「集中強化

期間」として対策の強化に取り組んできた。その間、法務省の法制審議会において性犯罪に対

処するための刑事法の整備に係る調査審議が進められてきたところ、政府においては、同審

議会による答申を踏まえ、「暴行」・「脅迫」、「心神喪失」・「抗拒不能」要件の改正、い

わゆる性交同意年齢の引上げ、公訴時効の見直し等を内容とする法律案 1 及び性的姿態の撮

影行為及びその画像等の提供行為に係る罪の新設等を内容とする法律案 2 の立案作業を行い、

令和５年３月、それぞれ閣議決定の上国会に提出したところである。また、関係府省が連携

し、性犯罪者に対する再犯防止施策の更なる充実に取り組むととともに、性犯罪・性暴力被害

者支援のためのワンストップ支援センター（以下「ワンストップ支援センター」という。）に

おける支援の充実等、被害申告・相談をしやすい環境の整備や切れ目のない手厚い被害者支

援の確立のための取組を進めてきた。さらに、「生命（いのち）の安全教育」の推進や「若年

層の性暴力被害予防月間」の実施等、教育・啓発活動を通じた社会の意識改革と暴力予防のた

めの取組も実施してきた。これらの「強化の方針」に基づく施策は、毎年度、フォローアップ

を行い、その結果を男女共同参画会議の専門調査会に報告することにより、その確実な実行

を図ってきた。 

 その一方で、性犯罪は、被害者に対し、身体的にも精神的にも極めて重い被害を与える重

大な犯罪であるとの理解が浸透してきているが、被害に遭っても誰にも相談できず、適切な

支援につながっていない状況も見られる。さらに、令和４年に法整備が行われたＡＶ出演被

害の防止と被害者救済の推進、若い世代にとっての身近な問題として近年顕在化しているオ

ンライン上の性暴力や ＳＮＳに起因する性被害等の新たな課題への対応など、性犯罪・性暴

力対策の更なる強化が必要となっている。 

このような状況を踏まえ、これまでの「集中強化期間」による取組を継続・強化するため、令

和５年度から７年度までの３年間を「更なる集中強化期間」と位置付けるとともに、同期間

における関係府省の取組の方針を示すため、本方針を策定する。 

1 刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律案 
2 性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁

的記録の消去等に関する法律案 

別添２ 

はじめに 
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（２）本方針の位置づけ 

本方針は、５年間の施策の大綱を示した第５次男女共同参画基本計画（以下「５次計画」と

いう。）3の確実な実行を図るため、５次計画の目標年度である令和７年度までの３年間にお

いて関係府省が連携して取り組むべき施策の方向性を示すものである。本方針に基づいて講

ずる具体的な施策等については、毎年の年央に策定される「女性活躍・男女共同参画の重点方

針」4の策定過程において検討し、同重点方針において示していく。 

また、性犯罪・性暴力対策は幅広い分野に渡っており、各分野において計画等が策定されてい

る。本方針による取組は、「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計

画）2022」5、「「世界一安全な日本」創造戦略 2022」6、「痴漢撲滅に向けた政策パッケー

ジ」7、「第４次犯罪被害者等基本計画」8「第二次再犯防止推進計画」9等において実施するこ

ととされている関連施策とも相互に連携を図りながら実行していく。 

また、性犯罪・性暴力対策については、引き続き、被害当事者や被害者支援団体、有識者等

の意見を伺いながら、また、「強化の方針」において示した性犯罪・性暴力の６つの特性（別

添）を十分に踏まえながら行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 令和２年 12 月 25 日 閣議決定 
4 令和４年６月３日    すべての女性が輝く社会づくり本部男女共同参画推進本部決定 
5 令和４年５月 20 日   犯罪対策閣僚会議決定 
6 令和４年 12 月 20 日   閣議決定 
7 令和５年３月 30 日   内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、国土交通省取りまとめ 
8 令和３年３月 30 日   閣議決定 
9 令和５年３月 17 日   閣議決定 
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（１）刑事法の改正に係る対応                                  【法務省、関係府省】 

性犯罪に対処するための刑事法の整備については、令和３年９月、法務大臣 から法制審

議会に法整備の在り方について諮問を行い、同年 10 月以降、同審議会刑事法（性犯罪関

係）部会において調査審議が行われてきたところ、令和 ５年２月 17 日に答申が得られ

た。政府においては、同審議会による答申を踏まえ、「暴行」・「脅迫」、「心神喪失」・

「抗拒不能」要件の改正、いわゆる性交同意年齢の引上げ、公訴時効の見直し等を内容とす

る法律案 10及び性的姿態の撮影行為及びその画像等の提供行為に係る罪の新設等を内容と

する法律案 11の立案作業を行い、令和５年３月、それぞれ閣議決定の上国会に提出したと

ころである。今後、同法案の国会における審議等の状況を踏まえ、適切に対応する。また、

同法案の成立後は、円滑な施行のため、その内容を広く一般に周知するための広報啓発に取

り組むとともに、警察やワンストップ支援センター等、被害者と接する現場職員等が適切に

対応できるよう、関係府省が協力して研修の実施等に取り組む。 

 

（２）刑事手続の運用に関する検討                    【法務省】 

児童を被害者とする事案において従来から行っている代表者聴取（協同面接、いわゆる司

法面接的手法を用いた事情聴取）を含め、被害者の事情聴取の在り方等について、参考とな

る事例や専門的知見等を踏まえ、より一層適切なものとなるよう検討を行い、可能なものか

ら順次実施する。その一環として、参考となる事例の把握のため、精神に障害のある性犯罪

被害者に対する代表者聴取の取組の試行を継続して実施し、課題の把握や、課題に対する適

切な対処に努める。 

 

（３）刑事手続における二次被害の防止及びプライバシー保護        【法務省】 

刑事手続において、性犯罪の被害者の二次被害の防止及びプライバシー保護を図る。ま

た、被告人の弁護人は、被害者に対する尋問に際しては、十分に被害者の人権に対する配慮

が求められることにつき、啓発に努める。 

 

（４）検察官等に対する研修の充実                    【法務省】 

刑事司法に関わる検察官等について、引き続き、性犯罪に厳正かつ適切に対処できるよう、

毎年実施の経験年数等に応じた各種研修において、検察官に対し、大学教授（精神科医師）等

を講師として、性犯罪に直面した被害者の心理や障害のある性犯罪被害者の特性や対応につ

いての講義を実施する。 

 
 

10 脚注１参照。 
11 脚注２参照。  

１ 刑事法の改正に係る対応及び刑事手続の適切な運用 
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（１）再犯防止対策の更なる強化等                  【法務省】 

刑事施設及び保護観察所における性犯罪者に対するプログラムについて、性犯罪者処遇プ

ログラム検討会による報告書（令和２年 10 月）の内容等を踏まえ、プログラムを改訂し、令

和４年度から新たなプログラムを実施している。引き続き、指導者育成を進めるなどして、

プログラムの充実を図る。 

また、仮釈放中の性犯罪者等にＧＰＳ機器の装着を義務付けること等については、令和４

年度までに諸外国の法制度・運用や技術的な知見等を把握するための調査を行ったところで

あり、その結果を踏まえ所要の検討を行う。 

 

（２）地方公共団体による再犯防止施策の支援               【法務省】 

令和４年度に、地方公共団体等が活用可能な性犯罪者に対する再犯防止プロ グラムを開

発・提供したところ、その活用が図られるよう地方公共団体等への支援を行う。 

また、刑事施設及び保護観察所において、地方公共団体の求めに応じて、性犯罪者に対する

再犯防止施策を行うために必要な情報の提供を行っている事例があることを踏まえ、必要な

体制ができた地方公共団体に対しては、引き続き、出所者に関する情報を含め、必要な情報提

供を行う。 

 

（３）わいせつ行為を行った教員等の厳正な処分と再発防止 【文部科学省、こども家庭庁】 

本来、こどもを守り育てる立場にある教員や保育士等が、こどもたちに対して性暴力等を

行うということは断じてあってはならない。 

① 教員等に関する対応 

令和３年には「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和３年法律第 

57 号）が制定され、同法及び同法に基づく基本指針等による取組を進めているところ、引き

続き、各教育委員会、学校法人等に対して、様々な機会を捉えて周知・徹底を図るとともに、

性犯罪・性暴力等の防止に向けた取組を一層徹底するよう指導等をしていく。また、同法に関

して、児童生徒性暴力等を行ったことにより教員免許状が失効等した者（特定免許状失効者

等）に関する情報を記録するデータベースの適切な運用を行う。さらに、特定免許状失効者等

に対する教員免許状の再授与審査に関して、都道府県教育委員会における専門家の適切な確

保に資するよう、職能団体等の協力も得ながら、専門家の候補者となる者の情報共有や専門

家の共通理解を図る取組等、必要な支援を行うとともに、全国で統一的な運用が行われるよ

う必要に応じて指導・助言を行う。 

 

② 保育士に関する対応 

保育士については、令和４年６月に改正された児童福祉法に基づき、わいせつ行為を行っ

た保育士に対する管理の厳格化を行う。また、わいせつ行為により保育士の登録を取り消さ

れた者の情報が登録されたデータベースを整備するなどわいせつ行為を行った保育士の情報

を、保育士を雇用する者等が把握できる仕組みを構築する。 

 

③ 日本版ＤＢＳの導入に向けた検討  【こども家庭庁、法務省、文部科学省、関係府省】 

教育・保育施設等やこどもが活動する場（放課後児童クラブ、学習塾、スポーツクラブ、部

活動など）等において働く際に性犯罪歴等についての証明を求める仕組み（日本版ＤＢＳ）

の導入に向けた検討を加速し、こどもを性暴力等から守る環境整備を進める。 

２ 再犯防止施策の更なる充実と性犯罪・性暴力の予防 
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（１）被害届の即時受理の徹底                     【警察庁】 

性犯罪に関して被害の届出がなされた場合には、被害者の立場に立ち、明白 な虚偽又は著

しく合理性を欠くものである場合を除いて、即時に受理することを引き続き徹底するととも

に、被害届受理時の説明によって、被害者に警察が被害届の受理を拒んでいるとの誤解を生

じさせることがないよう必要な指導を行う。 

 

（２）証拠採取・保管体制の整備           【警察庁、内閣府、厚生労働省】 

当初は警察への届出を 躊躇 した被害者が、後日警察への届出意思を有するに至った場合

に備え、全ての都道府県において、警察、ワンストップ支援センター、医療機関が連携し、被

害者の希望に応じ、証拠の採取・保管を行うことができる体制を整備する。 

 

（３）捜査段階における二次被害の防止                  【警察庁】        

各都道府県警察の性犯罪捜査を担当する係への女性警察官の配置を引き続き推進し、被害

者の希望する性別の警察官が対応することにより、捜査段階における被害者の精神的負担の

緩和に努める。また、被害者の心情やプライバシーに十分配意した対応を取ることができる

よう、性犯罪指定捜査員を指定するとともに、警察官等を対象とした実効性のある研修を実

施する。 

 

（４）警察における相談窓口の周知や支援の充実              【警察庁】 

各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号「＃８１０３（ハートさ

ん）」について、引き続き、「女性に対する暴力をなくす運動」等を通じ、更なる周知を図

る。 

また、性犯罪被害者の緊急避妊等に要する経費や、性犯罪被害者を含む犯罪被害者が自ら

選んだ精神科医、臨床心理士等を受診した際の診療料又はカウンセリング料について、でき

る限り全国的に同水準の公費負担の支援がなされるよう、都道府県警察に対し必要な指導を

行う。 

 

（５）被害者がワンストップ支援センター等につながるための取組  【内閣府、関係府省】 

ワンストップ支援センターは、被害直後からの医療的支援、法的支援、相談を通じた心理

的支援などを総合的に行うことができる機関であり、全ての都道府県に設置されている。性

暴力の被害者が速やかにワンストップ支援センターに相談できるよう、引き続き、関係府省

が協力してその周知等に努める。 

 

①ワンストップ支援センターの更なる周知 

【内閣府、警察庁、文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

性暴力の被害者がワンストップ支援センターに速やかにつながること  が重要であること

を広く周知する。特に、医療機関、学校、警察等を含む地域の多様な機関への周知徹底を図

ることにより、当該機関に相談した被害者が、ワンストップ支援センターにつながることが

できるようにする。また、被害の潜在化を防ぐため、毎年４月に実施している「若年層の性

暴力被害予防月間」等を通じ、全国共通番号「＃８８９１（はやくワンストップ）」の更なる

３ 被害申告・相談をしやすい環境の整備 
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周知を図る。 

 

②多様な被害者に寄り添う相談方法の展開                 【内閣府】 

若年層、障害者、外国人を含む多様な相談者が利用しやすいよう、ワンストップ支援セン

ターにおけるメール相談、ＳＮＳ相談、オンライン面談、手話、外国語通訳の活用等の取組

を推進する。また、誰もが通話料の負担なく、最寄りのワンストップ支援センターに相談で

きるよう全国共通番号「＃８８９１（はやくワンストップ）」の通話料を令和４年 11 月か

ら無料化したところであり、その利用状況や効果等も踏まえ、今後の運用について検討を行

う。さらに、国による性暴力被害者のためのＳＮＳ相談事業については、その実施状況等を

踏まえて今後の在り方を検討し、引き続き、多様な被害者が相談しやすい環境の整備を図

る。 

 

③24 時間・365 日対応の推進                      【内閣府】 

性犯罪・性暴力は、夜間休日を含めた緊急対応が必要になることから、都道府県等による

ワンストップ支援センターの 24 時間 365 日化の取組を引き続き推進する。また、令和３

年 10 月からは、夜間休日の対応が困難なワンストップ支援センター等への対応として「性

暴力被害者のための夜間休日コールセンター」事業を実施してきたところ、その利用状況等

も踏まえつつ、被害に遭った方が、全国のどこでも夜間休日を含めて相談ができ、適切な支

援が受けられるようにする観点から必要な施策等を検討し、実施する。 

 

④相談・支援へのアクセスの確保                     【内閣府】 

ワンストップ支援センターは、平成 30 年に全都道府県に設置されたところであるが、多

くの都道府県において１か所にとどまっており、被害者の所在地からの距離が遠いなどによ

り、必要な相談・支援を受けることが容易ではないことが指摘されている。引き続きワンス

トップ支援センターの増設等に係る検討を促すとともに、連携拠点等の整備、関係機関の連

携の強化、オンライン面談の活用等による対応など、地域の実情等に応じて、より相談・支

援にアクセスしやすい環境が整備されるよう必要な取組を検討し、実施する。 

 

（６）学校等で相談を受ける体制の強化                【文部科学省】 

 教育相談体制の強化のためスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置を

引き続き促進するとともに、性犯罪・性暴力の被害に遭った児童生徒等からの相談に適切に

対応することができるよう、教育委員会等に対し性被害を含む相談対応に関する周知を図

る。 

 

 
 

（１）ワンストップ支援センターを中核とする被害者支援の充実 

① 地域における関係機関とワンストップ支援センターの連携強化 

【内閣府、警察庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省、厚生労働省】 

ワンストップ支援センターは、地域における被害者支援の中核的な組織 と位置付けられ

るものである。ワンストップ支援センターが、個々の被害者の置かれた状況に対応して、医

療的支援、法的支援、相談支援、同行支援、自立支援等を総合的に提供し、また、必要に応

４ 切れ目のない手厚い被害者支援の確立 
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じて専門機関等による支援につなぐことができるよう、ワンストップ支援センターと、警

察、病院（医師、看護師等）、弁護士、婦人相談所、婦人保護施設、児童相談所、教育委員

会等の地域における関係機関との連携の強化を図る。 

（警察との連携） 

性犯罪・性暴力被害者支援において、ワンストップ支援センターと警察との連携は重要で

ある。被害者の希望に応じて、警察への被害申告等に係る支援を円滑に実施し、被害者支援

に必要な情報の共有や意思疎通を図るなど、更なる連携を推進する。 

（医療機関との連携） 

性犯罪・性暴力被害者の支援において、病院（産婦人科、精神科等）との連携は重要であ

る。中核的病院をはじめとした医療機関や医師との連携等について、更なる推進を図る。 

（こどもの被害に関する連携） 

こどもの性暴力被害・性的虐待に対し、保育園、学校、教育委員会、スクールソーシャルワ

ーカー、児童相談所等から、必要に応じてワンストップ支援センターへの支援要請が行われ、

その専門的知見も活用しながら連携して対応することができるよう、ワンストップ支援セン

ターと関係機関との連携体制の構築を進める。 

 

②ワンストップ支援センターの支援体制の整備と対応能力の向上等       【内閣府】 

ワンストップ支援センターの運営の安定化と必要な人員の確保等を図るため、引き続き、

性犯罪・性暴力被害者のための交付金等により、都道府県等に対する必要な支援を行う。特

に、ワンストップ支援センターにおける支援の質の維持・向上のためには、相談員等の安定し

た雇用環境が不可欠である。このため、都道府県等が交付金の活用により、ワンストップ支援

センターの安定的な運営を図るとともに、コーディネーター、相談員、事務職員等について常

勤化を図る等、適切な処遇により職業として確立できるよう支援する。 

また、全国のワンストップ支援センターにおける相談支援の水準の向上等に資するため、

支援状況に関する調査等を継続的に行うとともに、共通相談票の導入や、支援員の役割や専

門的知見への地域における評価の確立を図る取組等を含め、国内外の先進事例等も踏まえつ

つ必要な施策を検討し、その実施を図る。 

さらに、全国のワンストップ支援センターがネットワークを構築できる会議の開催等により、

地域における関係機関との連携等に関する好事例を横展開するなど、ワンストップ支援セン

ター間において、相互の連携及び学び合いを促進する。 

 

③相談員の支援能力・専門性の向上のための研修の実施   【内閣府、警察庁、関係府省】 

ワンストップ支援センターにおける相談員や関係機関の対応能力の向上のための研修は不

可欠である。このため、各都道府県等による取組を促すとともに、国においても、相談員、セ

ンター長・コーディネーター、行政職員、医療関係者に対する研修の充実に努める。また、オ

ンライン研修教材について、支援に必要な基本的知識から新たな課題まで包括的に学習でき

るよう一層の充実を図る。さらに、関係法令の改正がなされた際は、ワンストップ支援センタ

ーの職員等が改正内容について十分に把握した上で適切な対応ができるよう、関係省庁の協

力を得て十分な研修を実施する。併せて、障害者や男性等を含め、様々な被害者への適切な対

応や支援について学べるよう研修教材を作成、提供する。 

さらに、ワンストップ支援センターと警察を含む関係機関の連携強化のため、合同の研修

や講師の相互派遣等の取組を促す。 
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（２）医療的支援の更なる充実と専門人材の育成 

①拠点となる医療機関等との提携の推進             【内閣府・厚生労働省】 

性犯罪・性暴力被害者に対する医療的支援の更なる充実のため、各地域において、病院への

ワンストップ支援センターの設置、中核的病院をはじめとした医療機関等との提携等の推進

を図る。特に、中長期的な関係の構築を見据えて公立病院や公的病院へのワンストップ支援

センター設置や提携を含め、関係強化を図る。 

 

②性犯罪・性暴力に関する専門知識を有する医療人材の養成        【厚生労働省】 

性犯罪・性暴力被害者の支援においては、被害者の健康回復、被害の拡大防止、犯罪事実の

一部の特定を行う医療関係者の役割が極めて重要であることから、地域において性暴力被害

者の支援を行う医療関係者等の専門家を育成するためのＯＪＴを含む実技研修等を実施する。 

また、トラウマを抱えた被害者からの相談が少なくないものの、地域において対応できる医

師の不足が課題として指摘されていることから、必要な治療を行える医師等の専門職の育成

を促進するとともに、適切な処遇について検討を行う。 

 

（３）中長期的な支援体制の充実 

①困難女性支援法に基づく中長期的支援            【厚生労働省、内閣府】 

 性的な被害を含む様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営  む上で困難な問題

を抱える女性の支援を目的として、令和４年に「困難な問題を抱える女性への支援に関する

法律」（令和４年法律第 52 号）が制定された。同法の施行（令和６年４月）に向けて着実

に準備を進める。 

同法及び同法に基づく基本方針に基づき、支援調整会議の場に関係機関が参画することに

よる連携体制の構築及び研修等を通じた日頃からの認識共有等に取り組む。また、性暴力や

性的虐待、性的搾取等の性的な被害による心的外傷等を抱えている者の場合は同被害の対応

について専門的な知見を有し、被害直後からの支援を総合的に行うワンストップ支援センタ

ー等の支援機関との連携を図る。 

 

② 法的支援の充実                           【法務省】 

性犯罪等の犯罪被害者の経済的な負担を軽減するため、弁護士による犯罪被害者支援に対

する経済的援助の在り方等について検討する。 

 

（４）多様な被害者支援の充実              【内閣府、警察庁、法務省】 

警察、検察、ワンストップ支援センターなどの関係者が、障害者や男性等を 含め、様々

な被害者への適切な対応や支援を行えるよう、関係機関において協力しつつ、相談支援の実

情等を踏まえた研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 



270 
 
 
 

 

 

（１）発達段階に応じた教育・啓発活動         【文部科学省、こども家庭庁】 

①「生命（いのち）の安全教育」の取組の推進 

性犯罪・性暴力を根絶していくためには、加害者にならない、被害者にならない、傍観者に

ならないための教育と啓発を行っていくことが必要である。そのためには、こどもたちに、そ

して、社会に①生命（いのち）の尊さや素晴らしさ、②自分を尊重し、大事にすること（被害

者にならない）、③相手を尊重し、大事にすること（加害者にならない）、④一人一人が大事

な存在であること（傍観者にならない）のメッセージを強力に発信し続けることが重要であ

る。このため、発達段階に応じ、就学前の教育・保育を含め、学校等において、引き続き、「生

命（いのち）の安全教育」の取組を推進する。 

 

②教職員等への研修 

教職員等への研修の充実等のため、教育委員会等に対し、本方針等の周知を図る。 

 

③性差別意識の解消 

こどもたちの指導に役立つプログラムの開発・普及を通じ、引き続き、性被害・性暴力の背

景にある性差別意識の解消を図る。 

 

④学校等における教育や啓発の内容の充実 

＜小学校・中学校＞ 

・防犯教室等の講師となる教職員に対する指導法等の講習会を実施し、その講習を受けた教

職員が児童生徒に対して安全教育を実施する。 

＜小学校高学年・中学校＞ 

・指導者セミナー等を通して学校における情報モラル教育を推進する。 

＜高校・大学等＞ 

・通知の周知等により、性暴力等の防止に向けた各大学等の取組を促す。 

 

（２）こどもの犯罪被害防止対策の実施            【警察庁、文部科学省】 

こどもの性犯罪・性暴力の被害において、インターネットの利用に伴うもの が多くみら

れることを踏まえ、文部科学省と警察庁が共同で、こどもの犯罪被害防止対策を周知するた

め、具体的な犯罪被害事例や犯罪手口を盛り込んだリーフレット等を作成し、広報啓発活動

を推進する。 

 

（３）社会全体への啓発 

【内閣府、こども家庭庁、警察庁、文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

性犯罪・性暴力の根絶のためには、それが個人の尊厳を著しく踏みにじる許 されない行為

であることについて、社会全体で認識を共有する必要がある。そして、「相手の同意のない性

的な行為は性暴力」であり、「悪いのは加害者である」、「被害者は悪くない」ということや、

誰もが加害者にも、被害者にも、傍観者にもならないよう社会全体で取り組む必要があるこ

となどについて、「若年層の性暴力被害予防月間」（毎年４月）や「女性に対する暴力をなく

す運動」（毎年 11 月 12 日から 25 日）を通じて、地方公共団体、学校、関係機関等との

連携の下で徹底した広報活動を展開し、啓発を強化する。 

５ 教育・啓発活動を通じた社会の意識改革と暴力予防 
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性犯罪・性暴力の被害をめぐる状況は、デジタル技術の進展を始めとする急速な社会の変

化等に伴い、日々刻々と変化している。昨今の状況を踏まえ、本方針に新たに記載することと

した以下の事項を含め、現状を適切に把握しつつ、迅速に対応していくことが求められる。本

方針を取りまとめた関係府省会議の構成府省が一体となり、また、当該分野に関わりの深い

他の省庁とも緊密に連携しながら、毎年度の女性活躍・男女共同参画の重点方針の策定等を

通じて、必要な施策を立案・実行していく。 

 

（１）ＡＶ出演被害の防止及び被害者の救済    【内閣府、警察庁、法務省、関係府省】  

ＡＶ出演被害の問題は、被害者の心身や私生活に将来にわたって悪影響を与える重大な人

権侵害である。令和４年６月に制定されたＡＶ出演被害防止・救済法 12により、出演被害の

防止と被害者の救済が適切に図られるよう、同法の趣旨や契約の特則等について引き続き周

知を図るとともに、出演契約について無条件で解除できること等について、ＳＮＳの活用等

による集中的な広報を実施する。また、出演被害の相談窓口となるワンストップ支援センタ

ーにおいて、被害者の心身の状態及び生活の状況等に配慮した適切な支援が行われるよう、

相談対応や法的支援に係る取組等を促進する。さらに、関係機関等の協力を得て、差止請求

や拡散防止に係る措置に関する支援の充実に取り組む。 

また、警察においては、ＡＶ出演被害防止・救済法等に基づき、相談者の心情等を十分に酌み

取りつつ、必要な聴取を行い、犯罪行為が認められる場合には厳正な取締りを行うとともに、

相談者の必要に応じ、ワンストップ支援センター等と連携して支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出

演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関

する法律（令和４年法律第７８号） 

  

６ 新たな課題等への対応 
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（２）インターネット上の性暴力等への対応 

①違法行為への厳正な対処               【警察庁、法務省、関係府省】 

児童買春・児童ポルノ等に関する被害の問題については、関係法令の適用により、違法行

為に対して、事案に応じたより一層厳正な対処を行う。また、リベンジポルノやいわゆるデ

ィープフェイクポルノ等に関しては、事案に応じて各種法令を適用することにより、違法行

為に対して厳正に対処する。 

 

②児童ポルノ画像等の流通・閲覧防止対策の推進              【警察庁】 

サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター、匿名通 報事業等に寄せ

られた通報を通じて児童ポルノ画像等の違法情報等の把握に努め、把握した違法情報等につ

いては、警察又はインターネット・ホットラインセンターからサイト管理者等に対して削除

依頼を実施する。 

 

③ ＳＮＳに起因する被害の防止                     【警察庁】  

ＳＮＳに起因する事犯を防止するため、こどもの性被害等につながるおそれのある不適切

な書き込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚起・警告のためのメッセージを投稿

する取組を引き続き推進する。また、本取組に際しては、ＡＩ技術の活用やボランティアと

の連携等、より効果的な手法の導入を検討する。 

 

④安全・安心な利用のための教育・広報啓発 

【警察庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省、関係府省】 

インターネット上の性的な暴力やハラスメントの被害者にも加害者に  もならないように

するという観点から、関係機関・団体等と連携して、安全・安心な利用のための広報啓発を

行うとともに、ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上のための取組を推進する。 

特に、自画撮り被害（だまされたり、脅かされたりして若年層・児童生徒等が自分の裸体

等を撮影し、メール等で送らされる形態の被害をいう。）を防止するため若年層、児童生徒

等や保護者に対する教育・啓発等の包括的な対策を総合的に推進する。 

 

（３）痴漢撲滅に向けた政策パッケージの確実な実行 

【内閣府、警察庁、法務省、文部科学省、関係府省】 

痴漢は重大な性犯罪である。痴漢の撲滅に向けて、「痴漢撲滅に向けた政策パッケージ」

において取りまとめた痴漢を防ぐ取組、加害者の再犯を防ぐ取組、被害者を支える取組、社

会の意識変革を促す取組等に関する施策について、関係府省の連携の下で確実に実行する。 

 

（４）性犯罪・性暴力被害者や支援者等に対する誹謗中傷の防止 

【内閣府、警察庁、法務省、関係府省】 

性犯罪・性暴力被害者や支援者等の声は、性犯罪・性暴力の根絶に向けた社 会的気運の

醸成に大きな役割を果たしてきた。性犯罪・性暴力の被害者や支援者等に対して、インター

ネット上等での誹謗中傷が行われることにより、その尊厳が損なわれたり、活動への支障等

により性犯罪・性暴力の根絶に向けた歩みが妨げられるようなことはあってはならない。あ

らゆる機会を通じ、こうした姿勢を発信すること等により、性犯罪・性暴力被害者や支援者

等への誹謗中傷行為を許さない社会規範の形成に努め、その防止を図る。 

また、刑罰法令に触れる行為が認められる場合には、個々の事案の具体的な事実関係に即

して、法と証拠に基づき厳正に対処する。 
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【関係府省】 

 

（１）本方針の実行と周知 

本方針については、令和７年度末までの「更なる集中強化期間」において、各府省で必要な

制度改正や予算確保を通じて施策の充実を図るとともに、性犯罪・性暴力に対応する現場に

おいて当該施策に係る取組を徹底する。また、地方公共団体や関係機関に対して、本方針及

びこれに基づく各府省の具体的取組について周知を行う。 

 

（２）フォローアップ等 

本方針の実施にあたっては、毎年度、進捗状況等についてフォローアップを行う。その結果

については、翌年の女性活躍・男女共同参画の重点方針の策定や令和７年に見込まれる第６

次男女共同参画基本計画の策定において活用する。 

また、本方針の実施やフォローアップにあたっては、令和５年度に実施予定の「男女間の暴

力における調査」その他の調査等を活用し、性暴力被害の実態の的確な把握に努めるととも

に、被害者支援に携わる方 （々支援団体やワンストップ支援センター等）や有識者等からの意

見を継続的に聴き、また、先行して様々な取組を行っている地方公共団体の取組も参考とし

ていく。 

７ 方針の確実な実行 
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（別添） 

 

（「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」抜粋） 

 

● 性犯罪・性暴力は、被害者の人としての尊厳を傷付け、心身に深刻な影響を与え、その後の生活に

も甚大な影響を与えることが多いこと。レイプ被害者の半数程度がＰＴＳＤの症状を抱えるとも言

われており、日常生活に深刻な影響を及ぼすこと。 

● 被害者が勇気を出して相談しても、二次被害が生じ、被害を誰にも話さなくなり、社会が被害の深

刻さに気付かず、無知、誤解、偏見がそのまま温存されるといった悪循環に陥っている場合がある

こと。 

●加害者の７～８割が顔見知りであるとの調査結果もあり、特にこどもは、親、祖父母やきょうだい

等の親族や、教師・コーチ、施設職員等、自分の生活を支えている人や友好的だと思っている人か

らの被害を受けることや、被害が継続することも多いところ、このような相手からの被害や、継続

的な性被害を受けている最中である場合には、被害を他人には言えない状況があること。 

●同じ加害者による類似の性犯罪・性暴力事案が何度も繰り返される例が少なくないこと。 

●障害者が被害を受けることが多い一方で、被害が潜在化しやすいという指摘があること。 

●男性やセクシュアルマイノリティが被害に遭った場合、被害を申告しにくい状況があること。 

  

性犯罪・性暴力の特性 
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49．教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律の公布について（抄）（令和

３年６月 11 日通知） 

 

 

 

３文科教第２６８号 

令和３年６月１１日 

 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

殿 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 

構造改革特別区域法第１２条第１項の 

認 定 を 受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 長 

各 文 部 科 学 省 所 轄 学 校 法 人 理 事 長 

教 職 課 程 を 置 く 各 国 公 私 立 大 学 長 

教職課程を置く各指定教員養成機関の長 

 

文部科学事務次官 

藤 原  誠 

 

教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律の公布について（通知）【抄】 

 

 

この度、第 204 回国会において、「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律」（令和

３年法律第 57 号。以下「法」という。）が成立し、令和３年６月４日に公布されました。 

この法律は、教育職員等による児童生徒性暴力等が児童生徒等の権利を著しく侵害し、児童生徒等に

対し生涯にわたって回復し難い心理的外傷その他の心身に対する重大な影響を与えるものであること

に鑑み、児童生徒等の尊厳を保持するため、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策

を推進し、もって児童生徒等の権利利益の擁護に資することを目的としており、一部の規定を除き、公

布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとされています。 

法においては、対象となる児童生徒等や児童生徒性暴力等の定義等のほか、児童生徒性暴力等の禁止、

基本理念、国、地方公共団体、任命権者等、学校の設置者、学校及び教育職員等の責務、児童生徒性暴

力等を理由として教員免許状が失効した者（以下「特定免許状失効者等」という。）のデータベースの

整備や教育職員等・児童生徒等に対する啓発を含む教育職員等による児童生徒性暴力等の防止・早期発

見・対処に関する措置とともに、特定免許状失効者等に対する免許状の再授与に関しては、改善更生の

状況などその後の事情により再び免許を与えるのが適当であると認められる場合に限り認められるこ

ととする教育職員免許法の特例等について規定されています。 

また、法ではこれらに関して、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策を総合的か

この度、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第 57 号）が公

布されましたので、その概要等について通知します。 
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つ効果的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を文部科学大臣が定めることが

規定されています。 

衆議院文部科学委員会及び参議院文教科学委員会においては、別添④及び⑤のとおり決議が付され

ています。 

文部科学省においては、今後、法や、提案者から提案理由説明で明確にされた、教員による児童生徒

に対する性暴力等は、児童生徒の権利を著しく侵害し、児童生徒に対し生涯にわたって回復し難い心理

的外傷などの影響を与えるものであり、決して許されるものではなく、児童生徒に対するわいせつ行為

を行った教員が教壇に戻ってくるという事態はあってはならない旨の立法趣旨及びこれらの決議を十

分に踏まえ、基本指針の策定をはじめとして、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する総

合的な施策を通じ、児童生徒等の権利利益の擁護に資するよう、取組を一層推進してまいります。 

各地方公共団体等におかれても、法の意義等を御理解の上、また、今後国が定める基本指針等も十分

に踏まえ、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策の推進を図っていただくようお

願いいたします。また、法が施行されるまでの間であっても、法の趣旨等や「令和元年度公立学校教職

員の人事行政状況調査結果等に係る留意事項について」（令和３年４月９日付け３文科初第 45 号初等

中等教育局長、総合教育政策局長通知）等を踏まえ、児童生徒性暴力等を未然に防止するための取組等

を進めるとともに、児童生徒性暴力等を行った教員について厳正に対応いただくようお願いいたしま

す。 

各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育委員会（指定都市教育委員

会を除く。）に対して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、各都道府県知事にお

かれては域内の市区町村（指定都市を除く。）及び所轄の学校法人等（文部科学省所轄の学校法人を除

く。）に対して、各国公立大学長におかれてはその設置する附属学校に対して、構造改革特別区域法第

12 条第 1 項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄の学校設置会社に対して、周知をお

願いいたします。 

 

（別添） 

①教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律 概要 

②教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律のあらまし（令和３年６月４日付け官

報） 

③教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第 57 号） 

④教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する件（衆議院文部科学委員会） 

⑤教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律案に対する附帯決議（参議院文教科学

委員会） 

  

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課 

TEL：03-5253-4111（内線 4407） 
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教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律案 概要 

 

児童生徒等の尊厳を保持するため、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する施策を推

進し、もって児童生徒等の権利利益の擁護に資することを目的とする。 

 

「児童生徒性暴力等」に該当する行為として、現在の運用上、児童生徒等に対するわいせつ行為等

として懲戒免職処分の対象となり得る行為を列挙。 

（※刑事罰の対象とならない行為も含み、児童生徒等の同意や暴行・脅迫等の有無を問わない。） 

「児童生徒等」とは、学校に在籍する幼児、児童又は生徒・18 歳未満の者をいう。 

 

教育職員等は、児童生徒性暴力等をしてはならない。 

 

◎基本理念 （施策の推進に当たっての基本的認識、児童生徒等の安心の確保、被害児童生徒等の

保護、適正かつ厳格な懲戒処分等 等） 

◎国等の責務（国・地方公共団体・任命権者等・学校の設置者・学校・教育職員等） 

◎法制上の措置等                         について規定 

 

 

文部科学大臣は、基本指針を策定。 

 

① 教育職員等に対する啓発 

② 児童生徒等に対する啓発 

③ データベースの整備等 

④ 児童生徒性暴力等対策連絡協

議会 

   ① 早期発見のための措置 

② 学校への通報、警察署への通報等 

③ 専門家の協力を得て行う調査 

④ 児童生徒等の保護支援等 

⑤ 教育職員等以外の学校で働く者の児童生徒性

暴力等への対処 

 

◎児童生徒性暴力等を行ったことにより免許状が失効等した者については、その後の事情から再免

許を授与するのが適当である場合に限り、再免許を授与することができる。 

 ※ 児童生徒性暴力等を行ったことで免許失効等となった者は、現行の教育職員免許法の欠格期

間経過後、上記の厳しいルールに基づき再免許授与の可否を判断。 

 

◎一部の規定を除き、公布の日から起算して一年以内に施行 
 
 

◎教育職員等以外の児童生徒と接する業務に従事する者による児童生徒性暴力等の防止等の体制の

在り方、児童生徒と接する業務に従事する者の資格及び児童生徒等に性的な被害を与えた者に係

る照会制度の在り方等について検討 

◎３年後の見直し 

目的 

理念 

責務等 

禁止 

行為 

定義 

基本 

指針 

防止に 

関する 

措置 

早期発見 

対 処 に 関

する措置 

再免許 

の特例 

検討 

施行 

期日 
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50．子供や若者を性暴力の当事者にしないための「生命（いのち）の安全教育」の教材等

について（令和 3 年 4 月 16 日通知） 

３ 文 科 教 第 ９ ６ 号  

令 和 ３ 年 ４ 月 １ ６ 日  
 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 都 道 府 県 知 事 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 12 条 第 １ 項 

の 認 定 を 受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長   

各 国 公 私 立 大 学 長  殿 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 長 

厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長 

 

文部科学省総合教育政策局長 

      義 本  博 司  

（公印省略） 

文部科学省初等中等教育局長 

瀧 本   寛       

（公印省略） 

文部科学省高等教育局長 

伯 井  美 徳   

（公印省略）      

子供や若者を性暴力の当事者にしないための 

「生命（いのち）の安全教育」の教材等について（通知） 

 

 性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、その心身に長期にわたり重大な悪

影響を及ぼすものであることから、その根絶に向けた取組や被害者支援を強化していく必要がありま

す。 

 令和２年６月に政府が決定した「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（以下「強化の方針」という。）

では、子供たちが性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないよう「生命（いのち）の安全教育」を推

進することとされ、わかりやすい教材や啓発資料、手引書等を作成、周知し、令和３年度から４年度に

かけて、地域の実情に応じて段階的に教育の現場に取り入れられるようにするとされております。 

 また、高等教育機関においても新入学生への周知を行うことで理解の促進を図ることが求められて

おります。 

 このため、文部科学省と内閣府が協力して、「生命（いのち）の安全教育」を実施する際に活用でき

る発達段階に応じた教材や啓発資料及び指導の手引き等を作成しました。本教材等は文部科学省ホーム

ページからダウンロードが可能です。 
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 文部科学省ホームページ「性犯罪・性暴力対策の強化について」 

URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html 

 

ついては、各位におかれても本教材等について十分了知されるとともに、強化の方針の趣旨を踏まえ

た教育・啓発の強化に向けた本教材等の積極的な活用について御協力をお願いします。 

 

本教材等について、各都道府県教育委員会教育長におかれては、市（指定都市を除く。）区町村教育

委員会及び所管の学校（専修学校及び各種学校を含む。以下同じ。）に対して、各指定都市教育委員会

教育長におかれては、所管の学校に対して、各都道府県知事におかれては、所管の学校及び学校法人等

に対して、構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては、所轄の

学校設置会社に対して、国公立大学法人の長におかれては、その設置する学校に対して、独立行政法人

国立高等専門学校機構理事長におかれては、その設置する高等専門学校に対して、大学又は高等専門学

校を設置する地方公共団体の長及び文部科学大臣所轄学校法人理事長におかれては、その設置する学

校に対して、大学を設置する学校設置会社の代表取締役におかれては、その設置する大学に対して、厚

生労働省医政局長及び厚生労働省社会・援護局長におかれては、所管の専修学校に対して、御周知くだ

さるようお願いします。 
 

 

（参考）ダウンロード可能な教材等 

 ①教材、啓発資料 

   (1)  幼児期 

   (2-1)小学校(低・中学年) 

   (2-2)小学校(高学年) 

   (3)  中学校 

   (4)  高校 

   (5)  高校(卒業直前）・大学・一般〔啓発資料〕 

 ②指導の手引き 

 ③保護者向け案内ひな形 

  ④生命(いのち)の安全教育概要資料〔別添資料〕 

 

【本件連絡先】           

文部科学省総合教育政策局      

男女共同参画共生社会学習・安全課  

電話:03-5253-4111(内線 3268、3073) 
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51．「生命（いのち）の安全教育」に関する教員向け研修動画の公開及び児童生徒向け動画

教材の活用等について（周知）（令和４年 11 月 11 日事務連絡） 

 
 

事 務 連 絡 

令和４年１１月１１日 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 担 当 課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 担 当 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課  

各 都 道 府 県 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 新 制 度 担 当 課 

構 造 改 革 特 別 区 域 法 第 1 2  条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 附 属 学 校 担 当 課 

高 等 専 門 学 校 を 設 置 す る 各 地 方 公 共 団 体 担 当 課 

高 等 専 門 学 校 を 設 置 す る 公 立 大 学 法 人 を 設 立 す る 各 地 方 公 共 団 体 担 当 課 

独 立 行 政 法 人 国 立 高 等 専 門 学 校 機 構 担 当 課 

 

 

文 部 科 学 省 

総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

初 等 中 等 教 育 局 健 康 教 育 ・ 食 育 課 

 

 

 

「生命（いのち）の安全教育」に関する 

教員向け研修動画の公開及び児童生徒向け動画教材の活用等について（周知） 

 

 

文部科学省では、子供たちを性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者にさせないため、生命の尊さ

を学び、性暴力の根底にある誤った認識や行動、また、性暴力が及ぼす影響などを正しく理解した上で、

生命を大切にする考えや、自分や相手、一人一人を尊重する態度等を身に付けるための「生命（いのち）

の安全教育」を推進しています。 

 

子供たちを性暴力の当事者にしないための「生命（いのち）の安全教育」の教員向け研修動画を公開し

ましたので、１人１台端末等による児童生徒向け動画教材の活用等と併せてお知らせします。 

御中 
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令和３年４月には、内閣府と連携し、発達段階に応じた教材や啓発資料及び指導の手引き等を作成・

公表しましたが、この度、独立行政法人教職員支援機構の「校内研修シリーズ」において、各学校段階に

おける指導内容について紹介した講義動画を作成・公開しました。教育委員会主催の研修会、各学校の校

内研修等で積極的に御活用ください。 

また、令和４年６月には教材及び指導の手引きに対応した児童生徒向けの動画教材も公開しておりま

すので、併せてお知らせします。児童生徒の１人１台端末等で動画教材をご活用いただくことで、授業等

における取組の充実や家庭等における学習も含めた効果的・効率的な学習の実施が考えられるため、積

極的に御活用ください。 

加えて、学校における性に関する指導については、学習指導要領に基づき、児童生徒の発達の段階に

応じて、学校の教育活動全体を通じて指導いただいているところです。具体的な指導に当たっては、例え

ば、小学校体育科の体の発育・発達についての学習、中学校保健体育科の心身の機能の発達についての学

習、中学校特別活動の思春期の不安や悩みの解決、性的な発達への対応についての学習などと関連付け

て、必要 に応じて、「生命（いのち）の安全教育」の教材等を御活用いただき、児童生徒が性に関して正し

く理解し適切な行動を取れるよう、学習指導要領に基づく着実な指導に努めていただくようお願いしま

す。 

（参考：性に関する指導の主な記述箇所） 

○ 小学校学習指導要領 

第２章第９節体育の第２〔第３学年・第４学年〕２Ｇ(2)ア(イ)及びイ第６章特別活動の第２

〔学級活動〕２(2)ウ 

○ 中学校学習指導要領 

第２章第７節保健体育の第２〔保健分野〕２(1)ア(オ)及びイ、(2)ア(イ)及びイ第５章特別

活動の第２〔学級活動〕２(2)イ、ウ 

○ 高等学校学習指導要領 

第２章第６節保健体育の第２款第２保健の２(1)ア(イ)及びイ、(3)ア(ア)及びイ第５章特別

活動の第２〔ホームルーム活動〕２(2)イ、エ、オ 

 

このことについて、各都道府県教育委員会におかれては、市（指定都市を除く。）町村教育委員会及び所管

の学校等に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校等に対して、各都道府県におかれて

は、市町村及び所管の私立学校法人、保育所、認定こども園に対して、構造改革特別区域法第 12 条第１

項の認定を受けた地方公共団体におかれては、所轄の学校設置会社に対して、附属学校を置く国公立大学

法人におかれては、その設置する学校等に対して、高等専門学校及び公立大学法人を設置・設立する各地方公共

団体におかれましては、その設置・設立する高等専門学校及び公立大学法人に対して、独立行政法人国立

高等専門学校機構におかれては、その設置する高等専門学校に対して、御周知くださるようお願いしま

す。 
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〇独立行政法人教職員支援機構「校内研修シリーズ」 

・子供を性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にしないための「生命（いの

ち）の安全教育」について 

 https://www.youtube.com/watch?v=2xyH7RP_N7I 
 

〇「生命（いのち）の安全教育」動画教材 

・幼児期向け 

https://www.youtube.com/watch?v=EHIygZz7WjE 

 

 

・小学校（低・中学年）向け  

https://www.youtube.com/watch?v=ddSdG7Doy7Q 

 

・小学校（高学年）向け 

https://www.youtube.com/watch?v=MBM0WBRHDtk&feature=youtu.be 

 

・中学生向け

https://www.youtube.com/watch?v=jxSjF1Ts9fM&feature=youtu.be 

 

・高校生向け 

https://www.youtube.com/watch?v=DBqxgs_KV1g&feature=youtu.be 

 

・（参考）「生命（いのち）の安全教育」教材、指導の手引き等 

https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html 

 

【本件連絡先】 

（生命（いのち）の安全教育について） 

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

電話:03-5253-4111(内線 3268、3073) 

（性に関する指導について）  

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

電話:03-5253-4111(内線 2918) 
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52．「生命（いのち）の安全教育推進事業」の取組に関する実践事例集について（周知）（令

和５年７月５日事務連絡） 

 

 
事 務 連 絡 

令和５年７月５日 

 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 担 当 課 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 担 当 課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

各都道府県・指定都市・中核市保育所・認定こども園担当課 御中 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校担当課 

高等専門学校を設置する各地方公共団体担当課 

高等専門学校を設置する公立大学法人を設立する各地方公共団体担当課 

独立行政法人国立高等専門学校機構担当課 

 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

 

「生命（いのち）の安全教育推進事業」の取組に関する実践事例集について（周知） 

 

 平素より文部科学行政に格別の御高配を賜り、誠にありがとうございます。 

 文部科学省では、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（令和２年６月 11 日性犯罪・性暴

力対策強化のための関係府省会議決定）を踏まえ、子供たちが性犯罪・性暴力の加害者、

被害者、傍観者にならないための「生命（いのち）の安全教育」教材及び指導の手引きを

作成し、公表しています。 

 また、これまでの性犯罪・性暴力対策の「集中強化期間」（令和２年度～４年度）による

取組を継続・強化するため、「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」（令和５年３月）

が決定し、令和５年度～７年度を「更なる集中強化期間」と位置付け、取組を継続・強化

することとなっております。 

 さらに、「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」において

は、「生命（いのち）を大切にし、こどもたちを性暴力の加害者、被害者、傍観者にさせな

いため、「生命（いのち）の安全教育」を推進する。発達段階に応じ、就学前の教育・保育

を含め、学校等において「生命（いのち）の安全教育」が実施されるよう、これまで構築

学校等における「生命（いのち）の安全教育」の実践を後押しし、全国展開を加速化するための取組として、

実践事例集を作成しましたのでお知らせします。「生命（いのち）の安全教育」は、各自治体や学校等で取組

を進めていただくことが重要であるため、全国の学校等において本事例集を御活用いただきますようお願い

します。 
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した多種多様な指導モデルも活用しながら、自治体における普及展開に関する取組を支援

することで、全国展開を加速化する。」とされています。 

 このような中で、学校等における「生命（いのち）の安全教育」の実践を後押しし、全

国展開を加速化するための取組の一つとして、実践事例集を作成しました。本事例集は、

幼稚園・保育園・認定こども園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の多様な事例

を、全体計画、目標、学習指導要領等との関連箇所、授業展開例、指導上の留意点等の構

成によりまとめています。 

昨年 12 月に改訂された生徒指導提要では、課題未然防止教育として、全ての児童生徒

が性犯罪・性暴力に対して適切な行動をとれる力を身に付けることができるように「生命

（いのち）の安全教育」を実施することとされており、各自治体や学校等で取組を進めて

いただくことが重要であるため、全国の学校等において本事例集を御活用いただきますよ

うお願いします。 

このことについて、各都道府県教育委員会におかれては、市（指定都市を除く）町村教

育委員会及び所管の学校等に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校等

に対して、各都道府県におかれては、市町村及び所轄の私立学校法人、保育所、認定こど

も園に対して、各指定都市・中核市におかれては、所轄の保育所、認定こども園に対して、

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体におかれては、所轄の学

校設置会社に対して、附属学校を置く国公立大学法人におかれては、その設置する学校等

に対して、高等専門学校及び公立大学法人を設置・設立する各地方公共団体におかれまし

ては、その設置・設立する高等専門学校及び公立大学法人に対して、独立行政法人国立高

等専門学校機構におかれては、その設置する高等専門学校に対して、御周知くださるよう

お願いします。 

 
＜「生命（いのち）の安全教育」の取組に関する実践事例集＞ 

文部科学省ＨＰ「性犯罪・性暴力対策の強化について」に掲載しています。 
https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html 

 
 ※同ページには、「生命（いのち）の安全教育」の教材をはじめ、「生命（いのち）の 

安全教育」を実施するに当たり参考となる情報を掲載し、随時更新しております。 
 
 

 
 

 

 

 

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局 男女共同参画共生社会学習・安全課 

男女共同参画学習室 男女共同参画推進係 

電   話：03(6734)2654 
Ｅメール ：danjo@mext.go.jp 
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53．「生命（いのち）の安全教育」について 
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54．性に関する指導について 
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55．外国語教育に関する計画等及び活用可能な資料・教材等 

１．外国語教育に関する計画等 

教育振興基本計画（第４期）（抜粋）（令和５年６月１６日） 

目標４ グローバル社会における人材育成 

伝統と文化を尊重し、それらを育んできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会

の平和と発展に寄与する態度、豊かな語学力、異なる文化・価値を乗り越えて関係を構築するためのコ

ミュニケーション能力、新しい価値を創造する能力、主体性・積極性・包摂性、異文化・多様性の理解

や社会貢献、国際貢献の精神等を身に付けて様々な分野・地域で国際社会の一員として活躍できる人材

を育成する。また、日本社会の多様性・包摂性を高めるとともに、日本を深く理解する外国人を養成す

るため、外国人学生・生徒の受入れを推進する。 

 

【指標】 

・英語力について、中学校卒業段階で CEFR の A１レベル相当以上、高等学校卒業段階で CEFR の A２レ   

ベル相当以上を達成した中高生の割合の増加（５年後目標値：６割以上） 

・全ての都道府県・政令指定都市において、中学校卒業段階で CEFR の A１レベル相当以上、高等学校

卒業段階で CEFR の A２レベル相当以上を達成した中高生の割合を５年後までに５割以上にすること

を目指す 

・特にグローバルに活躍することが期待される層の拡充に向けて、高等学校卒業段階で CEFR の B１レ

ベル相当以上を達成した高校生の割合の増加（５年後目標値：３割以上） 

 

○外国語教育の充実 

・外国語でコミュニケーションを図る資質・能力を着実に育成するため、教材・指導 資料の配布やデ

ジタルを活用したパフォーマンステストの実施など ICT の一層の活用促進、教師の養成・採用・研

修の一体的な改善、特別免許状の活用や専科教師 

・外国語指導助手（ALT）配置等の学校指導体制の充実など、総合的に推進する。 

・各都道府県等の負担軽減など必要な改善を行いつつ、「英語教育改善プラン」の策定とそれに基づく

計画的な取組を促し、英語教育実施状況調査等を通して継続したフォローアップを行うことにより、

PDCA サイクルを着実に機能させ、生徒や教師の英語力や指導力の向上を図る。 

・大学入学者選抜において、「読む・書く・聞く・話す」の４技能に関する総合的な英語力を適切に評

価するため、各大学の個別選抜について、優れた取組を幅広く普及するなど、各大学の取組を推進し

ていく。 
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２．学習指導要領に対応した外国語教育に関する指導資料、教材等 

 

・文部科学省 外国語教育ホームページ 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/gaikokugo/index.htm 

・学習指導要領・学習指導要領解説 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1384661.htm 

・学習指導要領に対応した小学校外国語教育教材 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/123/houkoku/1382162.htm 

・「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する参考資料 小学校外国語、中学校外国語・高等学校

外国語編 

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/shidousiryou.html 

・MEXCBT を活用した 英語「話すこと」「書くこと」の力の強化 

https://www.mext.go.jp/content/20240509-mxt_kyoiku01-100000662_1.pdf 

・外国語の指導における ICT の活用について（教科指導における ICT の効果的な活用のための参考資

料） 

https://www.mext.go.jp/content/20200911-mxt_jogai01-000009772_13.pdf 

・教員の ICT 活用指導力の向上（外国語活動、外国語科） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/mext_00012.html 

・子供の学び応援サイト（学習支援コンテンツポータルサイト）教師の指導に活用できるコンテンツ、

教師を目指す学生の英語力向上にも資する学習コンテンツを掲載 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/gakusyushien/index_00001.htm 

・YouTube 文部科学省公式 MEXTchannel 「外国語教育はこう変わる！」シリーズ 

（小・中・高等学校の授業映像、解説動画等を掲載） 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLGpGsGZ3lmbCsze5PvMhQ1TS-jXEZKA4f 

・令和５年度英語教育実施状況調査（生徒や教師の英語力、授業改善状況のデータ（全国、都道府県等

別）を掲載） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/gaikokugo/1415043_00005.htm 

・全国学力・学習状況調査 

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/zenkokugakuryoku.html 

・えいごネット（一般財団法人 英語教育協議会（ELEC） 文部科学省協力 のサイト） 

http://www.eigo-net.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 


